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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　モータ／発電機用中空円筒状のフライホイールを備え、
　前記フライホイールは、マトリックス材料と、少なくとも一部がフライホイールの回り
を周方向に配向されて前記マトリックス材料内に埋め込まれる繊維とを有する複合材料で
形成され、
　前記フライホイールは、長手方向回転軸と、半径方向内面と、半径方向外面と、内面と
外面との間の半径方向厚さとを有し、前記フライホイールは、周方向に回りに分散され、
前記回転軸に沿う長手方向セグメント内で前記フライホイールの前記内面に連結された複
数の永久磁石を含み、
　前記フライホイールの前記回転軸の回りの回転は、前記繊維に周方向のフープ応力を、
前記マトリックス材料に前記半径方向の厚さ方向応力を生成し、前記繊維及び前記マトリ
ックス材料の材料特性は、前記フライホイールの構造破壊を生じさせる十分に高い回転速
度での前記回転軸回りの前記フライホイールの回転で、前記半径方向における前記マトリ
ックス材料を破壊し、前記周方向における前記繊維を破壊せず、このような回転速度は第
１回転速度であり、更に、
　周方向に回りに分散され、前記回転軸に沿う長手方向セグメント内で前記フライホイー
ルの前記内面に連結された、前記複数の永久磁石とは別個の複数の質量負荷を備え、前記
フライホイールの回転で、前記複数の永久磁石のそれぞれの永久磁石に、および前記複数
の質量負荷のそれぞれの質量負荷に、前記長手方向セグメントに沿って、半径方向外方に
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向く力を前記フライホイールの前記内面に実質的に均一な圧力を作用させることをもたら
し、前記力は、前記フライホイールの構造破壊を生じさせるために十分に高い回転速度で
、前記長手方向セグメント内で前記周方向に前記繊維を破壊させ、前記半径方向に前記マ
トリックス材料を破壊しないように、前記マトリックス内の最大半径方向応力を減じるよ
うに作用し、このような回転速度は、前記第１回転速度よりも大きい第２回転速度である
、装置。
【請求項２】
　それぞれの質量負荷は、永久磁石材料で形成される、請求項１に記載の装置。
【請求項３】
　それぞれの質量負荷は、不活性材料で形成される、請求項１に記載の装置。
【請求項４】
　前記複数の質量負荷は、第１の複数の質量負荷であり、前記長手方向セグメントは、第
１の長手方向セグメントであり、前記装置は更に、周方向に分散され、前記回転軸に沿う
第２の長手方向セグメント内で前記フライホイールの前記内面の回りに連結される第２の
複数の質量負荷を備え、前記フライホイールの回転は、それぞれの質量負荷により、半径
方向外方に向く力を前記フライホイールの前記内面に生じさせ、前記力は、前記第２回転
速度で、前記第２長手方向セグメント内に前記半径方向の破壊を生じさせないように、前
記マトリックス内の前記最大厚さ方向応力を低減する、請求項１に記載の装置。
【請求項５】
　前記第１の複数の質量負荷のそれぞれの質量負荷は、永久磁石材料で形成され、前記第
２の複数の質量負荷のそれぞれの質量負荷は、永久磁石材料で形成される、請求項４に記
載の装置。
【請求項６】
　前記第１の複数の永久磁石材料で形成され、第２の複数の質量負荷のそれぞれの質量負
荷は、不活性材料で形成される、請求項４に記載の装置。
【請求項７】
　前記複数の永久磁石は、前記フライホイールの回りで周囲方向に交互に各永久磁石の磁
極性が配置された、前記第１の複数の永久磁石であり、
　前記フライホイールは、周方向に回りに分散され、前記各永久磁石が前記第１の複数の
永久磁石の対応する永久磁石と軸方向に整合して配置され、前記第１の複数の永久磁石の
対応する永久磁石と同じ方向に配向した磁極性を有するように、前記回転軸に沿う長手方
向セグメント内で前記フライホイールの内面に連結された第２の複数の永久磁石を有し、
前記第１の複数の永久磁石は、前記第２の複数の永久磁石から軸方向に離隔してその間に
長手方向間隙長を有する軸方向ステータ間隙を画定し、
　前記第２の複数の永久磁石の各永久磁石は、前記第１の複数の永久磁石、前記第２の複
数の永久磁石、および前記複数の質量負荷のそれぞれが、前記長手方向セグメントに沿っ
て前記フライホイールの内面に実質的に均一な圧力を作り出すように、前記フライホイー
ルの回転に応答して前記内面に半径方向外方に向く力を発生させ、
　前記装置は更に、その上に配置された複数の導電巻線と、前記長手方向間隙長よりも少
ない軸方向厚さとを有するステータを備え、前記ステータは、前記ステータに対する前記
フライホイールの回転で前記巻線内に電流の流れを生じさせるように前記巻線の少なくと
も一部が、前記第１の複数の永久磁石と前記第２の複数の永久磁石との間で前記ステータ
間隙内に軸方向に配置されるように、前記フライホイールに対して作動関係に配置される
、請求項１に記載の装置。
【請求項８】
　前記第１の複数の永久磁石及び前記第２の複数の永久磁石のそれぞれの永久磁石は、第
１の半径方向寸法と実質的に等しい半径方向寸法と、第１の密度に実質的に等しい密度と
を有し、
　前記複数の質量負荷のそれぞれの質量負荷は、前記第１半径方向寸法よりも小さい第２
半径方向寸法に実質的に等しい半径方向寸法と、前記第１の密度よりも大きい第２の密度
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に実質的に等しい密度とを有し、前記第１半径方向寸法と前記第２半径方向寸法との間の
差は、前記巻線の前記少なくとも一部が配置される前記ステータ間隙の半径方向範囲を画
定する、請求項７に記載の装置。
【請求項９】
　前記第１の複数の永久磁石、前記第２の複数の永久磁石、及び前記複数の質量負荷は、
長手方向セグメント内の前記内面を覆う、請求項８に記載の装置。
【請求項１０】
　前記複数の永久磁石は、第１の複数の永久磁石であり、前記フライホイールは更に、
　周方向に分散され、前記回転軸に沿う前記長手方向セグメント内で前記フライホイール
の前記内面の回りに連結される第２の複数の永久磁石を備え、
　前記第１の複数の永久磁石のそれぞれの永久磁石によって前記フライホイールの前記内
面に生じる有効圧力は、前記フライホイールが前記長手方向軸の回りに回転した場合に、
前記第２の複数の永久磁石のそれぞれの永久磁石によって前記フライホイールの前記内面
に生じる有効圧と同じである、請求項１に記載の装置。
【請求項１１】
　ステータの部分が前記第１の複数の永久磁石と前記第２の複数の永久磁石との間に画定
された軸方向ステータ間隙中に配置されるように、前記フライホイールが、前記ステータ
に対して回転可能に配置される、請求項１０に記載の装置。
【請求項１２】
　前記複数の質量負荷のそれぞれの質量負荷は、非磁性材料で形成され、前記ステータの
周方向面と前記フライホイールの前記内面との間の軸方向ステータ間隙に配置され、
　前記軸方向ステータ間隙に配置される前記ステータの前記部分は、その上に配置される
複数の導電巻線を有し、前記フライホイールは、（１）前記ステータに対して前記第１の
複数の永久磁石と前記第２の複数の永久磁石を回転し、前記導電巻線内に電流の流れを誘
導するように、又は、（２）前記導電巻線内の電流の流れに応答して、前記ステータに対
して回転するように、構成される、請求項１１に記載の装置。
【請求項１３】
　前記第１の複数の永久磁石、前記第２の複数の永久磁石、前記複数の質量負荷及び前記
ステータの部分は、共同で、前記第１の長手方向セグメント内でモータ／発電機を形成す
る、請求項１２に記載の装置。
【請求項１４】
　前記ステータの部分は、前記ステータの第１の部分であり、前記軸方向ステータ間隙は
、第１の前記軸方向ステータ間隙であり、及び前記モータ／発電機は、第１のモータ／発
電機部であり、前記フライホイールは更に、
　周方向に回りに分散され、前記回転軸に沿う第２の長手方向セグメント内で前記フライ
ホイールの前記内面に連結される第３の複数の永久磁石と、
　周方向に回りに分散され、前記回転軸に沿う前記第２の長手方向セグメント内で前記フ
ライホイールの前記内面に連結される第４の複数の永久磁石と、
　周方向に回りに分散され、前記回転軸に沿う前記第２の長手方向セグメント内で前記フ
ライホイールの前記内面に連結される第２の複数の質量負荷であって、非磁性材料から形
成される前記第２の複数の質量負荷と、
　周方向に回りに分散され、前記回転軸に沿う第３の長手方向セグメント内で前記フライ
ホイールの前記内面に連結される第３の複数の質量負荷であって、非磁性材料から形成さ
れる前記第３の複数の質量負荷と、
を備え、
　前記第３の複数の永久磁石と前記第４の複数の永久磁石は、それらの間に第２の軸方向
ステータ間隙を画定し、前記ステータは前記第２の軸方向ステータ間隙内に配置される第
２の部分を有し、
　前記第２の複数の質量負荷は、前記フライホイールの内面と前記ステータの前記第２部
分の周方向表面との間の前記第２の軸方向ステータ間隙内に配置され、
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　前記第３の複数の永久磁石、前記第４の複数の永久磁石、前記第２の複数の質量負荷、
及び前記ステータの前記第２の部分は、共同で、前記第２の長手方向セグメント内で第２
のモータ／発電機部を形成し、
　前記回転軸に沿う前記第３の長手方向セグメントは、前記第１モータ／発電機部と前記
第２モータ／発電機部との間に配置される、請求項１３に記載の装置。
【請求項１５】
　前記第１の複数の質量負荷、前記第２の複数の質量負荷、前記第３の複数の質量負荷、
前記第１の複数の永久磁石、前記第２の複数の永久磁石、前記第３の複数の永久磁石、及
び前記第４の複数の永久磁石は、共同で、実質的にフライホイールの全内面を覆い、共同
で、実質的に均一な圧力を、前記フライホイールの前記内面に作用させ、前記フライホイ
ールが前記長手方向軸の回りに回転する場合に、前記フライホイール内の半径方向応力を
減ずるように作用する、請求項１４に記載の装置。
【請求項１６】
　前記第１回転速度での前記回転軸の回りの前記フライホイールの回転は、第１のエネル
ギー密度および第１の出力密度をもたらし、前記第２回転速度での前記回転軸の回りの前
記フライホイールのおよび回転は、前記第１のエネルギー密度より大きい第２のエネルギ
ー密度、および前記第１の出力密度より大きい第２の出力密度をもたらす、請求項１に記
載の装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
関連出願の相互参照
　本願は、２０１４年１２月２日出願の「Ｈｉｇｈ　Ｅｎｅｒｇｙ　Ｄｅｎｓｉｔｙ　Ｃ
ｏｍｐｏｓｉｔｅ　Ｆｌｙｗｈｅｅｌｓ／Ｅｌｅｃｔｒｏｍｅｃｈａｎｉｃａｌ　Ｂａｔ
ｔｅｒｉｅｓ」と題する米国特許出願第１４／５５７，７５２号の一部継続出願であり、
その開示を参照することにより、その全体がここに包含される。
【０００２】
　本願は、更に、２０１４年１２月９日出願の「Ｈｉｇｈ　Ｐｏｗｅｒ　Ｄｅｎｓｉｔｙ
　Ｅｌｅｃｔｒｏｍｅｃｈａｎｉｃａｌ　Ｅｎｅｒｇｙ　Ｓｔｏｒａｇｅ　Ｆｌｙｗｈｅ
ｅｌ」と題する米国特許出願第１４／５６４，９８２号の一部継続出願であり、その開示
を参照することにより、その全体がここに包含される。
【背景技術】
【０００３】
　ここに記載のいくつかの実施形態は、電磁機械、特に、複合フライホイールエネルギ貯
蔵システムにおけるエネルギ及び／または出力密度を増大する装置及び方法に関する。
【０００４】
　電気機械式フライホイール装置は、例えば、公益事業、産業、軍事及び／または他の適
切なグリッドインフラストラクチャの経済性及び安定性を改善するための大容量エネルギ
貯蔵用に使用することができる。このようなフライホイール装置は、回転運動エネルギを
介して機械的にエネルギを貯蔵し、モータ／発電システムを介して、少なくとも電気的に
フライホイール装置に接続されたグリッドまたはローカルの励磁された部材にエネルギを
送り戻す。しかし、いくつかの既知のフライホイールエネルギ貯蔵システムの用途は、少
なくとも機械的システムに関連する物理的制限に基づいて制限される可能性がある。（例
えば、回転速度及び加速度に関連する強い力、これは部材材料の破壊及び／または破局的
システム破壊等に至る可能性がある。）
【０００５】
　例えば、通常、エネルギ密度（単位質量当たりのエネルギ、Ｗ－ｈ／ｋｇ）は最大とす
ることが望ましい。フライホイールに関連する運動エネルギは、電気エネルギを作用させ
ることにより増大（例えば、追加または挿入）され、または、装置の一次エネルギ貯蔵部
に作動可能に連結され及び／またはそうでない場合は包含されるモータジェネレータを介
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して、電気エネルギを抽出することにより減少することができる。フライホイールの単位
質量当たりのエネルギを増大する一つの方法は、フライホイールの少なくとも一部を高強
度、低密度複合材料（例えば、炭素繊維）で形成することである。炭素繊維は、他の材料
（ガラス繊維または鋼）よりも単位質量当たり、より高い引張強度を有するため、炭素繊
維で形成されるフライホイールは、与えられた質量に対して比較的より高回転速度で回転
することができ（周方向応力に対抗するより大きな引張強度により）、したがって、その
質量に対する回転運動エネルギ、すなわち、単位質量当たりの密度が増大する。しかし、
炭素繊維から形成されるような複合材料は、半径方向応力が、例えばポリマー樹脂である
複合材のマトリックス材料で支えられるため、半径方向の強度は周方向におけるよりもか
なり低い。マトリックス材料は、繊維材料（例えば、炭素繊維）よりもより低い引張強度
を有する。したがって、炭素繊維で形成されたフライホイールの回転速度は、炭素繊維の
強度よりも、マトリックスの強度で制限される。
【０００６】
　したがって、高強度複合材料で形成されるフライホイールの半径方向及び周方向の応力
間の関係を変更し、フライホイールのエネルギ及び／または出力密度を増大可能とする装
置及び方法に対する必要性が存在する。
【発明の概要】
【０００７】
　複合フライホールエネルギ貯蔵システムにおける力を配分する装置及び方法を以下に説
明する。いくつかの実施形態では、装置は、モータ／発電機用の中空円筒状フライホール
を有する。フライホイールは、マトリックス材料と、少なくとも一部がフライホイールの
回りを周方向に配向されてマトリックス材料内に埋め込まれる繊維とを有する複合材料で
形成される。フライホイールは、半径方向内面と、半径方向外面と、半径方向内面と半径
方向外面との間の半径方向厚さとを有する。フライホイールは、フライホールで画定され
る長手方向軸の回りを回転するように構成される。フライホールの回転は、フープ応力を
周方向に繊維に、厚さ方向応力を半径方向にマトリックス材料に生成する。繊維及びマト
リックス材料の材料特性は、フライホールの構造破壊を生じるために十分速い第１回転速
度で、長手方向軸の回りにフライホイールを回転すると、半径方向にマトリックス材料の
破壊を生じさせ、周方向に繊維の破壊を生じさせないようになっている。装置は、更に、
フライホイールの回転で、複数の負荷質量のそれぞれの負荷質量に、半径方向外方の力を
半径方向内面に生じさせるように、周方向に回りに分配され、長手方向軸に沿う長手方向
セグメントに、フライホイールの半径方向内面に対して連結される複数の負荷質量を有す
る。この力は、第１回転速度よりも速く、長手方向セグメントにフライホイールの構造破
壊を生じさせるのに十分に速い第２回転速度が、周方向に繊維の破壊を生じさせ、半径方
向にマトリックス材料の破壊は生じさせないように、作用し、マトリックス材料の最大厚
さ方向応力を減じる。
【図面の簡単な説明】
【０００８】
【図１】実施形態による電磁機械構造の概略図である。
【図２】他の実施形態による電磁機械構造の概略図である。
【図３】例えば実施形態によるそのモータ／発電機部分を示す電磁機械構造の一部の概略
図である。
【図４】例えば異なる実施形態によるそのモータ／発電機部分を示す電気機械構造の一部
の概略図である。
【図５】実施形態によるフライホイールの断面の斜視図である。
【図６】他の実施形態によるフライホイールの断面の斜視図である。
【図７】図６の電磁機械構造に含まれるステータ組立体の斜視図である。
【図８】図６の電磁機械構造内に配置されるように構成される磁石組立体の一部の斜視図
である。
【図９】図７の磁石組立体の一部の概略図である。
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【図１０】実施形態による磁石組立体の一部の概略図である。
【図１１】他の実施形態によるフライホイールの断面の斜視図である。
【図１２】図１１の電磁機械構造内に配置されるように構成される磁石組立体の一部の上
面図である。
【図１３】電磁機械構造で受ける応力の量と電気機械構造に関連する半径との間の関係を
示すグラフである。
【図１４】異なる状態下の電磁機械構造で受ける応力の量と電気機械構造に関連する半径
との間の関係を示すグラフである。
【図１５】異なる状態下の電磁機械構造で受ける応力の量と電気機械構造に関連する半径
との間の関係を示すグラフである。
【図１６】異なる状態下の電磁機械構造で受ける応力の量と電気機械構造に関連する半径
との間の関係を示すグラフである。
【発明を実施するための形態】
【０００９】
　いくつかの実施形態では、装置はモータ／発電機用の中空円筒状フライホールを有する
。フライホイールは、マトリックス材料と、少なくとも一部がフライホイールの回りに周
方向に配向されてマトリックス材料内に埋め込まれる繊維と、を有する複合材料で形成さ
れる。フライホイールは、半径方向内面と、半径方向外面と、半径方向内面と半径方向外
面との間の半径方向厚さとを有する。フライホイールは、フライホールで画定される長手
方向軸の回りを回転するように構成される。フライホールの回転は、フープ応力を周方向
に繊維に、厚さ方向応力を半径方向にマトリックス材料に生成する。繊維及びマトリック
ス材料の材料特性は、フライホールの構造破壊を生じるために十分速い第１回転速度で、
長手方向軸の回りにフライホイールを回転すると、半径方向にマトリックス材料の破壊を
生じさせ、周方向に繊維の破壊を生じさせないようになっている。装置は、更に、フライ
ホイールの回転で、複数の負荷質量のそれぞれの負荷質量に、半径方向外方の力を半径方
向内面に生じさせるように、周方向に回りに分配され、長手方向軸に沿う長手方向セグメ
ントに、フライホイールの半径方向内面に対して連結される複数の負荷質量を有する。こ
の力は、第１回転速度よりも速く、長手方向セグメントにフライホイールの構造破壊を生
じさせるのに十分に速い第２回転速度が、周方向に繊維の破壊を生じさせ、半径方向にマ
トリックス材料の破壊は生じさせないように、マトリックス材料の最大厚さ方向応力を減
じる。
【００１０】
　いくつかの実施形態では、装置は、フライホイールエネルギ貯蔵装置内に配置されるよ
うに構成されるロータを有する。ロータは、マトリックス材料と、少なくとも一部がロー
タの回りを周方向に配向されてマトリックス材料内に埋め込まれる繊維とを有する複合材
料で形成される。ロータは、長手方向回転軸と、半径方向内面とを有する。ロータは、ス
テータに対して長手方向軸の回りを回転するように構成される。第１の複数の負荷質量及
び第２の複数の負荷質量が、ロータの内面に連結される。第１の複数の負荷質量のそれぞ
れの負荷質量は、第１密度及び第１サイズを有する。第１の複数の負荷質量の第１部分は
、回転軸に沿う第１長手方向セグメントに、周方向に内面に沿って分配され、第１の複数
の負荷質量の第２部分は、回転軸に沿う第２長手方向セグメントに、周方向に内面に沿っ
て分配される。第２の複数の負荷質量のそれぞれの負荷質量は、第１密度よりも大きな第
２密度と、第１サイズよりも小さな第２サイズとを有する。第２の複数の負荷質量は、第
１長手方向セグメントと第２長手方向セグメントとの間の回転軸に沿う第３長手方向セグ
メントに、周方向に内面に沿って分配される。第１の複数の負荷質量及び第２の複数の負
荷質量は、ロータがステータに対して長手方向軸の回りに回転するときに、ロータの内面
上に、実質的に均等な圧力が作用するように、前記内面を覆う。
【００１１】
　いくつかの実施形態では、装置は、フライホイールエネルギ貯蔵装置内に配置されるよ
うに構成されるロータと、ステータと、複数の負荷質量とを有する。ロータは、マトリッ
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クス材料と、少なくとも一部がロータの回りを周方向に配向されてマトリックス材料内に
埋め込まれる繊維とを有する複合材料で形成される。ロータは、ロータで画定される回転
軸に沿う第１長手方向セグメントに、周方向にロータの内面に沿って分配される第１の複
数の磁石を有する。ロータは、回転軸に沿う第２長手方向セグメントに、周方向に内面に
沿って分配される第２の複数の磁石を有する。第１の複数の磁石と第２の複数の磁石とは
、その間に間隙を画定する。ステータは、ステータの一部が、第１の複数の磁石と第２の
複数の磁石との間に画定される間隙内となるように、ロータ内に配置される。複数の負荷
質量は、非磁性材料で形成され、複数の負荷質量が、ロータの内面とステータの部分の周
方向面との間となるように、周方向に内面に沿い、かつ、第１の複数の磁石と第２の複数
の磁石との間に画定される間隙内に分配される。第１の複数の磁石と、第２の複数の磁石
と、複数の負荷質量とは、ロータが長手方向軸の回りに回転されたときに、ロータの内面
に、共同で実質的に均等な圧力を作用させ、ロータの半径方向応力を低減するように作用
する。
【００１２】
　本明細書で使用する単一形態「ａ」、「ａｎ」、及び、「ｔｈｅ」は、前後関係から、
そうでないことを明確に記載してない限り、複数を参照することを包含する。したがって
、例えば、用語「ａ　ｍｅｍｂｅｒ」は単一部材または部材の組合わせを意味することを
意図しており、「ａ　ｍａｔｅｒｉａｌ」は、１つまたは複数の材料またはその組合わせ
を意味することを意図する。
【００１３】
　ここで使用される用語「ｓｅｔ（セット）」は多数の特徴、または、多数の部材を有す
る単一の特徴を意味することができる。例えば、壁のセットを参照するときに、壁のセッ
トは、多数の部分を有する１つの壁と見なすことができ、または、壁のセットは、多数の
異なる壁と見なすことができる。したがって、一体構造に構成された項目は、壁のセット
を包含することができる。このような壁のセットは、互いに連続しまたは不連続な多数の
部分を包含してもよい。壁のセットは、別個に製造され、後で一緒に結合される（例えば
、溶接、接着剤、または、任意の適切な方法を介して）多数の品目から組立てることがで
きる。
【００１４】
　ここで使用される、用語「実質的」は、幾何学的関係及び／または特性（例えば、「円
筒状」、「直線状」、「平行」、「垂直」等）との関係で使用するときは、このように画
定される構造が、名目上そのように画定される幾何学的関係及び／または特性を伝えるこ
とを意図するものである。一例として、「実質的に直線状」として記載される部材の表面
の一部は、表面の直線状が望ましいが、「実質的に直線状」表面においては、ある程度の
非直線状も生じ得る。このような非直線状は、製造公差、または、他の現実的考察（例え
ば、その上に作用する力等）から生じ得る。したがって、用語「実施的」で変更される幾
何学的構成は、他に明確に述べていない限り、規定された幾何学的構成の例えばプラスま
たはマイナス５％の公差内のこのような幾何学的特性を包含する。例えば、「実質的に直
線状」の表面は、平面、または、直線であることのプラスまたはマイナス５％内である平
面に沿う軸を画定する表面である。
【００１５】
　ここで使用するように、用語「軸方向」は、例えば、電磁機械の部材の回転軸に平行に
延びる方向を意味することができる。例えば、ステータに対して回転可能に移動可能なロ
ータを有するモータ／発電機では、力のベクトルがロータの回転軸に沿う方向に実質的に
平行であるときに、力は軸方向であると言うことができる。
【００１６】
　ここで使用するように、用語「回転方向」及び／または「周方向」は、固定半径を有す
る部材の表面に沿って延びる方向、及び、部材（例えば、モータ／発電機に包含されるロ
ータの部材）の回転方向内、を意味することができる。例えば、部材の比較的小さな部分
及び／または部材の表面に沿うポイントを考慮する際、回転方向は、「接線方向」と考え
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ることができる。
【００１７】
　ここで使用するように、用語「半径方向」は、例えば、部材の回転軸から一定の軸方向
位置で、例えばその部材の外面に延びる方向を意味することができる。例えば、力のベク
トルが、ロータの回転軸から実質的に固定された軸方向位置を有するロータの外面に向け
て延びるときに、力は半径方向にあるということができる。
【００１８】
　ここで使用するように、用語「引張強度」及び「せん断強度」は、作用する力の下で破
壊に抵抗する材料の能力を意味する。更に具体的には、用語「引張強度」は、引張または
圧縮力を受けたときに、破壊に抵抗する材料の能力を意味する。例えば、材料の第１部分
が材料の第２部分に対して引っ張られるときに、材料は引張力を受け得る。用語「せん断
強度」は、せん断力が作用したときに、破壊に抵抗する材料の能力を意味する。例えば、
材料の第１部分が材料の第２部分から平面方向内（例えば、該部分及び第２部分で画定さ
れる平面に沿って）で引き離されるときに、材料はせん断力を受け得る。
【００１９】
　ここで使用するように、用語「引張り」は、軸方向に物体を引張る外力に応答する物体
内の内力（すなわち、応力）に関係する。更に、一端がロープから吊下げられ、他端がサ
ポートに強固に取付けられている質量を有する物体は、ロープに力を作用させ引張り状態
とする。引張り状態の物体内の応力は、物体の断面領域の観点から特徴付けることができ
る。例えば、小さな断面領域を有する他の物体よりも大きな断面領域を有する物体には、
より小さな応力が作用する。塑性変形（例えば、くびれ等の永久変形）前の引張り状態の
物体作用する最大応力は、物体の引張強度で特徴付けられる。引張強度は、構成材料の示
強性（すなわち、内在する）である。したがって、引張状態の物体の応力の最大量は、そ
れぞれより大きな引張強度またはより小さな引張強度を有する材料で物体を形成すること
により、増大または減少させることができる。
【００２０】
　ここで使用するように、用語「剛性」は、力の作用で生成される撓み、変形及び／また
は変位に対する物体の抵抗に関し、一般的に、物体の「可撓性」と逆であることが理解さ
れている。例えば、より大きな剛性を有する材料は、力が作用したときに、より小さな剛
性を有する材料よりも、撓み、変形及び／または変位に対して、抵抗力がより大きい。同
様に、より剛性の高い物体は、剛性がより低い物体よりも、より堅いとして特徴付けるこ
とができる。剛性は、物体に作用させた結果、物体の第１部分が物体の第２部分に対して
、撓み、変形及び／または変位する力の大きさの観点から特徴付けることができる。物体
の剛性を特徴付けたときに、撓む距離は、力が作用した物体の部分とは異なる物体の部分
の撓みとして測定してもよい。換言すると、いくつかの実施形態では、撓みのポイントは
、力が作用するポイントとは異なる。
【００２１】
　剛性（及び、したがって、可撓性）は、記載された物体の示量性であり、したがって、
物体が形成される材料、及び、物体の特定の物理的特性（例えば、断面形状、長さ、境界
条件等）に依存する。例えば、物体の剛性は、所要の弾性率、曲げ弾性率及び／または硬
度を有する材料を物体内に選択的に包含させることにより、増加または減少することがで
きる。弾性率は、構成材料の示強性（すなわち、内在する）であり、作用する力に応答し
て弾性的に（すなわち、非永久的に）変形する物体の傾向を表す。高弾性率を有する材料
は、等しい応力の作用下で、低弾性率を有する材料ほど撓むことはない。したがって、物
体の剛性は、比較的高弾性率を有する材料を、例えば、物体に取入れ及び／または物体を
構成することにより、増大することができる。ここに詳述するように、炭素繊維合成物等
の複合材料（例えば、異なる物理的または化学的性質有する２つ以上の構成材料から形成
される材料）は、全体的に、炭素繊維の方向に平行な方向で基板材料（例えば、プラスチ
ック用樹脂またはガラス）の剛性を増大する。
【００２２】
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　電磁機械は、ここに記載するように、例えば、エネルギ貯蔵装置、モータ、発電機等に
使用される任意の適切なタイプまたは機械等とすることができる。例として、実施形態の
いくつかは、フライホイール等の電磁機械内での使用を参照してここで説明しているが、
ここに記載の実施形態は、他の機械または機構内で使用できることを理解すべきである。
更に、一体化したモータ／発電機を含むフライホイール内またはこれに実施されるものと
して記載されているが、ここに記載の実施形態は、モータ／発電機及び／または任意の他
の適切な電気、電気機械及び／または電磁装置に作動可能に連結されるフライホイール内
にまたはこの上に実施可能なことを理解すべきである。モータ／発電機及び／またはここ
に記載の他の電磁機械は、軸方向磁束及び／または半径方向磁束等の全体的に永久磁石の
電磁機械であり、実施形態及び／またはその部材は、任意の適切なタイプの機械に実施す
ることができる。
【００２３】
　ここに記載の実施形態は、回転運動エネルギの形態でエネルギを貯蔵するように構成さ
れる電気機械フライホイール内にまたはその上に実施することができる。例えば、エネル
ギ（例えば、電気エネルギ、機械エネルギ等）は、フライホイールに供給することができ
、この結果、軸回りの回転質量（例えば、ロータ）が回転する。したがって、フライホイ
ールは、これに供給されるエネルギの少なくとも一部を貯蔵することができる。逆に、例
えば、モータ／発電機の巻線に電流を誘導することにより、ロータの回転速度を減少する
ことでフライホイールからエネルギを放出することができ、これは、電流を負荷に送出す
。
【００２４】
　一般的に、安全作動状態を維持しつつ、フライホイールに関連するエネルギ密度（Ｗ－
ｈ／ｋｇ）を増大することが望ましい。したがって、場合によっては、比較的軽量及び／
または低密度材料でフライホイール（例えば、ロータ）の回転部材を形成することが望ま
しい。所定のシステムに対する貯蔵された回転エネルギは、以下の式１で表される。
【数１】

　　　式１
　ここで、Ｅはエネルギ、Ｉは質量慣性モーメント、ωは回転速度である。
【００２５】
　したがって、フライホイールエネルギ貯蔵装置は、回転部材の質量慣性モーメントＩ及
び回転速度ωが増大すると、より多くのエネルギを貯蔵する。回転するそれぞれ個々の部
材の質量慣性モーメントＩは、以下の式２で表される。

【数２】

　ここで、ｍは回転質量、ｒｏ及びｒｉは、それぞれの個々の質量部材の位置の外径及び
内径である。
【００２６】
　したがって、回転質量がその回転軸からより離隔するほど、所定の回転速度に対し、質
量慣性モーメントが大きく、貯蔵される回転エネルギが高くなる。回転部材の回転速度及
びサイズが増大すると、フライホイールで貯蔵されるエネルギが増大するが、回転速度の
増大で構成材料内の応力が増大する。特に、フライホイールの回転部材は、周方向の引張
り応力（フープ応力）と厚さ方向応力（半径方向応力）を受ける。厚さ方向応力の成分は
、半径と共に変化し、部材の半径方向外側部分が半径方向内側部分から離隔する方向に引
張られる内部応力である（例えば、半径方向の撓み及び／または半径方向の変形）。この
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ような内部応力は、部材内に比較的大きな半径方向に配向される引張応力となる。したが
って、単位質量当たりのエネルギを増大するために比較的軽量材料を使用することが望ま
しいが、更に、軽量材料は、特に高強度特性を有することが望ましい。
【００２７】
　したがって、ここに記載の実施形態は、高強度複合材料、すなわちマトリックス材料内
にフィラメント材料を埋め込んだ材料から形成されたロータを有するフライホイールを備
え、ここで、フィラメント材料は、比較的高い周方向またはフープ応力に耐えることがで
きる比較的高い引張強度を有する。ここでは、装置及び方法が特定の材料を包含するもの
として記載されているが、ここに記載のいずれかの装置及び方法は、炭素繊維、ケブラー
、ガラス繊維、高強度ポリエチレン繊維（例えば、Ｄｙｎｅｅｍａ（登録商標）及びＳｐ
ｅｃｔｒａ（登録商標））、玄武岩繊維及び／またはナノメータ炭素繊維等の任意の複合
フィラメント材料を使用及び／または包含し、フライホイールの単位質量当たりのエネル
ギ及び／または出力密度を増大する（例えば、単位質量当たりの高引張強度を有する材料
を使用することにより）ことができる。特に、いくつかの実施形態では、このような炭素
繊維は、例えばＴｏｒａｙのＴ１０００ｇまたはＴｏｈｏのＩＭＳ６５とすることができ
、これは、それぞれ平方インチ当たり９２５，０００ポンド（ｐｓｉ）及び８７０，００
０ｐｓｉの引張強度を有する。しかし、複合材料は、高引張強度フィラメント（例えば、
炭素繊維）が全体的に周方向に配向されているため、半径方向または厚さ方向における引
張力による破壊に抵抗する能力が比較的低い（例えば、半径方向の撓み及び／または変形
）。結果として、複合材料（例えば、炭素繊維複合材等のポリマーマトリックス材料）の
他の構成成分（複数可）が厚さ方向の引張り応力を支える。したがって、ここに記載の実
施形態は、フライホイールのロータの少なくとも一部を形成する構成複合材料上の厚さ方
向引張り応力の効果を緩和するように構成され、一方、フライホイールに関連する高エネ
ルギ貯蔵密度は維持する。
【００２８】
　図１～１２に示す実施形態の検討を、数学、及び、ここに記載の実施形態及び／または
方法に関連する分析結果の簡単な検討により、以下に説明する。理論的及び／または数学
的理由の検討は、分析方法を要約し、関連する主要部に対する基礎を提供する例として述
べており、つまり、検討はその完全な説明を意図していないことを理解すべきである。む
しろ、理論的及び／または数学的理由の検討は、ここに記載の具体的な実施形態及び方法
に対する背景を提供する。
【００２９】
　図１は、実施形態による電磁機械構造１００の概略図である。電磁機械構造１００は、
任意の適切な機械、システムまたはその一部とすることができる。例えば、電磁機械構造
１００は、フライホイール１０５と、支持構造１６０と、少なくとも１つの軸受のセット
１６２とを有する。ここに更に詳述したように、フライホイール１０５は、エネルギを貯
蔵するように構成される任意の適切な装置及び／または組立体とすることができる。例え
ば、フライホイール１０５は、回転運動エネルギの形態でエネルギを貯蔵するように構成
される装置及び／またはシステムとすることができる。
【００３０】
　支持構造１６０は、例えば、ハブ、ハウジング、車軸等、フライホイール１０５の少な
くとも一部を支持するように構成される。軸受（複数可）１６２は、支持構造１６０とフ
ライホイール１０５のロータ１１０との間に作動可能に連結することができる。このよう
に、軸受（複数可）１６２は、ロータ１１０の少なくとも一部が、支持構造１６０の少な
くとも一部に対して及び／またはそうでない場合はその回りで回転することを可能とする
ことができる。いくつかの実施形態では、軸受（複数可）１６２は、ボール軸受、ピン軸
受等の機械的軸受とすることができる。他の実施形態では、軸受（複数可）１６２は、磁
気浮上、能動的若しくは受動的磁気安定化軸受、ガス軸受、または、同様に構成されて、
磁気及び／または流体（ガス）浮上等を介して、ロータ１１０の一部を回転可能に支持す
ることができる。他の実施形態では、軸受（複数可）１６２は、ハイブリッド軸受（例え
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ば、機械／磁気ハイブリッド等）とすることができる。このように、支持構造１６０及び
／または軸受（複数可）１６２は、ロータ１１０の少なくとも一部を支え、その少なくと
も一部の回転運動を可能とする。
【００３１】
　この実施形態では、フライホイール１０５は、電気負荷／供給源１７０からエネルギを
受取り及び／またはエネルギを送出（放出）する電気機械装置である。電気負荷／供給源
１７０は、例えば、公益事業、産業、軍事及び／または他の適切なグリッドインフラスト
ラクチャとすることができる。他の実施形態では、電気負荷／供給源１７０は、例えば、
任意の適切な商用及び／または居住用の電気負荷／供給源とすることができる。更に、任
意の適切な電気調製装置及び／またはシステム１７２は、フライホイール１０５と電気負
荷／供給源１７０との間に電気的に接続することができる。このような電気調整１７２は
、例えば、モータ／発電機１３０から受け取った電気エネルギに関連する電圧、電流、移
送、周波数等を変更、変化及び／またはその他の点で調整が可能である。
【００３２】
　図１に示すように、フライホイール１０５は、少なくとも、磁石組立体１２０を有する
ロータ１１０と、フライホイール１０５に包含される一体化されたモータ／発電機１３０
を共同で形成するステータ巻線またはコイル（図１には、別個に示してない）を有するス
テータ組立体１４０とを備える。フライホイール１０５及び／またはその部材は、具体的
な実施形態を参照して説明するように、任意の適切な配置及び／または構成を有すること
ができる。例えば、フライホイール１０５、及び／または、モータ／発電機１３０は、軸
方向磁束または半径方向磁束の永久磁石機械とすることができる。このような実施形態で
は、フライホイール１０５のロータ１１０は、ステータ組立体１４０に対して回転するこ
とができ、磁石組立体１２０に包含される永久磁石の回転に関連する磁束が、ステータ組
立体１４０のステータ巻線内に電流の流れを誘導する。
【００３３】
　フライホイール１０５は、ロータ１１０を所要の回転エネルギ及び速度で回転するため
に十分な電気エネルギを電気負荷／供給源１７０から受け、これにより、入力動力（例え
ば、電気エネルギ）を、ステータ組立体１４０に対するロータ１１０の回転に関連する運
動エネルギに変換する（例えば、上記式１及び２を参照)。例えば、いくつかの実施形態
では、ロータ１１０に関連する回転速度は、約毎分１，０００回転（ｒｐｍ）と約１０，
０００ｒｐｍとの間、約１０，０００ｒｐｍと約２０，０００ｒｐｍとの間、約２０，０
００ｒｐｍと約３０，０００ｒｐｍとの間、約３０，０００ｒｐｍと約４０，０００ｒｐ
ｍとの間、約４０，０００ｒｐｍと約５０，０００ｒｐｍとの間、または、それ以上とす
ることができる。少なくとも１つの実施形態では、ロータ１１０に関連する回転速度は、
約３６，０００ｒｐｍとすることができる。フライホイール１０５は、更に、例えば、モ
ータ／発電機１３０の一部（例えば、ステータ組立体１４０内に包含されるステータ巻線
またはコイル）内に流れる電流を誘導することにより、運動エネルギの少なくとも一部を
、放出するように構成され、これは、ロータ１１０の回転速度を減速する。更に、フライ
ホイール１０５が安定状態（例えば、ロータ１１０が実質的に一定速度で回転し、モータ
／発電機１３０が、電気負荷／供給源１７０ほとんどまたは全く電気エネルギを送出せず
、または、これから電気的に分離されている）のときに、フライホイール１０５が、ロー
タ１１０の回転に関連する運動エネルギを「貯蔵する」ように、ロータ１１０は、支持構
造１６０及び軸受（複数可）１６２により、最小の損失で回転可能に支持されることがで
きる。
【００３４】
　いくつかの実施形態では、ロータ１１０は、実質的に環状の断面形状を有することがで
きる。換言すると、ロータ１１０は、ロータ１１０の内径を画定する内面と、ロータ１１
０の外径を画定する外面とを有する。ロータ１１０は、上述のような複合材料から形成す
ることができる。磁石組立体１２０は、ロータ１１０の内面に連結されるように構成され
る。磁石組立体１２０は、ロータ１１０の内面に沿って周方向に配置される任意数の磁石
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を有することができる。いくつかの実施形態では、磁石組立体１２０の周方向に配置され
る磁石は、ロータ１１０の長手方向軸に沿う内面のセグメントにまたはその上に配置され
る磁石のリングを形成することができる。更に、磁石組立体１２０は、それぞれがロータ
１１０の長手方向軸に沿う異なるセグメントに配置される任意の適切な数の磁石リングを
有することができる。
【００３５】
　磁石組立体１２０は、各磁石リング間、及び／または、軸方向に隣接する磁石間に間隙
を画定するように、配置される。いくつかの実施形態では、磁石のリング内に包含され、
及び／または、これを共同で形成する磁石は、分割することができる。すなわち、多数の
磁石が内面の周部の回りに配置され、それぞれ周方向に隣接する磁石間に実質的に均一の
間隙を画定した状態の磁石リングを形成する。いくつかの実施形態では、磁石の分割は、
例えば、破壊を生じさせ得る磁石内のフープ、曲げ及び／または厚さ方向応力を減少する
ことができる。更に、磁石組立体１２０の磁石を分割する量（例えば、周方向の磁石のリ
ングを形成する磁石の数）は、少なくとも部分的に、ロータ１１０の回転に関連する電流
の周波数を制御することができる（例えば、ステータ組立体１４０に送られてロータ１１
０を回転し、または、ステータ組立体１４０に対するロータ１１０の回転で生成される電
流)。いくつかの実施形態では、ロータ１１０の角回転、及び、磁石組立体１２０の磁石
の分割で、フライホイールに関連する電流が比較的高い周波数となる。
【００３６】
　ステータ組立体１４０は、実質的に円形（例えば、非中空）または実質的に環状断面形
状を有することができる。更に、ステータ組立体１４０のサイズは、例えばロータ１１０
の内径に関連させることができ、これにより、ステータ組立体１４０を、ステータ組立体
１４０の外面の少なくとも一部と、ロータ１１０の内面（例えば、内径を有する表面）の
少なくとも一部との間に所要の空隙を設けてロータ１１０内に配置することを可能とする
。いくつかの実施形態では、ステータ組立体１４０は、ロータ１１０がこれに対して回転
する間にステータ組立体１４０が、実質的に固定位置に保持されるように、支持構造１６
０及び／または軸受（複数可）１６２の固定部に連結することができる。
【００３７】
　ロータ１１０及びステータ組立体１４０は、ステータ組立体１４０の一部が軸方向に隣
接する磁石間に画定される間隙内に配置されるように、配置される。例えば、ステータ巻
線の少なくとも一部（図１には示してない）は、軸方向に隣接する磁石（または、磁石の
軸方向に隣接する磁石のリング）間に配置することができる。したがって、磁石組立体１
２０内の磁石間及び／またはこれを通る磁束フロー路内を流れる磁束は、ロータ１１０が
ステータ組立体に対して回転するときに、ステータ組立体１４０のステータ巻線内に電流
を誘導するように作動する。更に、上述のように、フライホイール１０５に送られ及び／
またはこれから抽出される電気エネルギは、電流の周波数が比較的高い（例えば、ロータ
１１０の角速度、及び、磁石組立体１２０の磁石の分割に基づいて）。したがって、ステ
ータ組立体１４０及び／またはステータ巻線は、比較的高い周波数の電流及び／またはス
テータ巻線の導体に沿う高いインダクタンスに関連する損失及び／または発熱を最小にす
るように構成することができる（例えば、導体は、短絡及び／または過熱することなく、
高い周波数及び／または高いインダクタンスを支えるために十分な表面積を有する)。
【００３８】
　いくつかの実施形態では、磁石組立体１２０の軸方向に隣接する磁石及びその間に配置
されるステータ組立体１４０の部分が、モータ／発電機１３０の部分を共同で形成及び／
またはその部分として共同で機能する。更に、いくつかの実施形態では、ロータ１１０の
内面は、任意の適切な数の均一に離隔した磁石及び／またはその軸の長さに沿う磁石のリ
ングを有することができる。いくつかの実施形態では、ロータ１１０は、実質的にロータ
１１０の全軸方向長さに沿う、多数の均一に離隔した磁石及び／または磁石のリングを有
する。同様に、ステータ組立体１４０は、ステータ巻線を有する多数の部分を有すること
ができ、このそれぞれは、軸方向に隣接する磁石の異なる対間に配置される。換言すると
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、モータ／発電機１３０は、フライホイール１０５の実質的に全軸方向長さに延設するこ
とができる。場合によっては、モータ／発電機１３０を形成するフライホイール１０５の
部分の増大は、例えば、フライホイール１０５に貯蔵されるエネルギの量を増大し（例え
ば、エネルギ密度の増大）、及び、フライホイール１０５が充電または放電できるエネル
ギの割合を増大する（例えば、出力密度を増大）ことができる。
【００３９】
　いくつかの実施形態では、電磁機械構造１００は、高エネルギ密度を有するエネルギ貯
蔵装置を生成し及び／またはそうでない場合はこれに関連するように構成される。例えば
、式１及び２に示すように、フライホイール１０５で貯蔵されるエネルギＥは、ロータ１
１０の回転速度ω及びロータ１１０の質量慣性モーメントＩの関数であり、これは、また
、ロータ１１０の質量ｍ、内径ｒｉ、及び、外径ｒｏの関数である。したがって、フライ
ホイール１０５に関するエネルギ密度は、ロータ１１０の回転速度ω、ロータ１１０の質
量ｍ、及び／または、ロータ１１０の内外径ｒｉ及びｒｏの少なくとも１つで増大するこ
とができる。更に、上記の式１及び２で示すように、ロータ１１０の質量は、１次の大き
さ変数であり、一方、ロータ１１０の回転速度は、２次の大きさ変数である。したがって
、ロータ１１０の単位質量当たりの強度が増大することによるロータ１１０の回転速度の
利得（例えば、複合材料を使用することによる）は、ロータ１１０に関する運動エネルギ
を指数関数的に増大する。
【００４０】
　図１に示すように、フライホイール１０５は、ロータ１１０の内面に連結される質量負
荷１３２のセットを有する。質量負荷１３２は、磁石とすることができ（例えば、質量負
荷１３２が磁石組立体１２０に包含される磁石を形成する）、または、不活性（例えば、
非磁性）で磁石組立体１３０に包含される磁石とは別個とすることができる。例えば、い
くつかの実施形態では、質量負荷１３２は、磁石組立体１２０の磁石を形成することがで
き、更に、例えば、ステータ組立体１４０のステータ巻線内に電流の流れを誘導し、及び
／または、磁気軸受装置を介してロータ１１０を安定化させることができる。
【００４１】
　他の実施形態では、質量負荷１３２は、ステンレス鋼、タングステン合金、金属充填ポ
リマー及び／または他の非金属材料で形成される。例えば、質量負荷１３２は、ロータ１
１０の内面に沿って離散位置に配置することができる。他の実施形態では、質量負荷１３
２は、ロータ１１０の内面を実質的にその全体を覆うことができる。更に、質量負荷１３
２は、比較的高い密度を有することができ、したがって、同じ質量を維持しつつ、より小
さなサイズを有することができる。同様に、質量負荷１３２は、ロータの内面上の単位領
域当たりの質量、及びまたは密度を有することができ、これは、磁石組立体１２０及び／
または磁石安定システムの磁石のそれと実質的に等しい。したがって、質量負荷１３２及
び磁石組立体１２０の磁石は、ロータ１１０の内面の実質的にその全体を覆う場合は、質
量負荷１３２及び磁石組立体１２０の磁石は、ロータ１１０がその軸の回りを回転する際
に、ロータ１１０の内面に実質的に均一な力を作用させる。いくつかの実施形態では、質
量負荷１３２は、選択的に、周方向または軸方向のいずれかに、隣接する磁石間に所要の
距離が画定されるように、構造的に個別の部材に分割される。質量負荷１３２を分割する
ことにより、ロータの回転の遠心効果から生じる質量負荷１３２上に及び／または内部に
作用する応力を減少することができる。更に、質量負荷１３２を分割することは、スケー
ラビリティの増大を可能とすることができる。
【００４２】
　ロータ１１０の内面に質量負荷１３２を配置することで、回転中に、ロータ１１０に関
連する他の応力状態とは異なる応力状態を生じる。例えば、質量負荷１３２は、ロータ１
１０の回転に関連する遠心効果の結果として、ロータ１１０の内面に追加の力を作用させ
るように構成される。このように、そうでない場合はロータ１１０の回転速度を制限する
最大の厚さ方向の半径方向引張り応力が、減少する。より具体的には、ロータ１１０の内
面に質量負荷１３２で作用される力は、場合によっては、ロータ１１０（または、ロータ
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１１０を形成する構成材料）を厚さ方向に圧縮状態とし、これは、厚さ方向の圧縮状態に
おける複合材料の強度により、厚さ方向の引張りに比して望ましい。更に、ロータ１１０
の内面に作用する力の均一性は、ロータ１１０の回転速度の増加及び／または減少に関連
する非均一の動的負荷を安定化することができる。
【００４３】
　図２は、実施形態による質量負荷された複合ロータ２１０の概略図である。いくつかの
実施形態では、質量負荷された複合ロータ２１０（ここでは、「ロータ」とも称される）
は、例えば、図１を参照して上述したフライホイール１０５等のフライホイールエネルギ
貯蔵装置に包含されるように構成される任意の適切なロータとすることができる。このよ
うに、ロータ２１０は、ステータ組立体（図２には示してない）に対して、軸Ａの回りに
回転するように構成することができる。ロータ１１０に関連して上述したように、ロータ
２１０が回転されると、例えば、回転運動エネルギの形態でエネルギを貯蔵することがで
きる。更に、ステータ組立体（例えば、ステータ組立体１４０）に対するロータ２１０の
回転で、ロータ２１０に包含され及び／または連結される永久磁石の回転に関連する磁束
を、ステータ組立体１４０のステータ巻線内に電流の流れを誘導することができる。
【００４４】
　ロータ２１０は、任意の適切な形状、サイズ及び／または構成とすることができる。例
えば、いくつかの実施形態では、ロータ２１０は、実質的に環状形状を有し、この中に、
ステータ組立体等の少なくとも一部を配置することができる。ロータ２１０は、上述のよ
うな複合材料から形成することができる。より具体的には、図２に示すように、ロータ２
１０は、複合層２１２と、選択的にコンプライアント層２１６とを有する。複合層２１２
は、例えば、高強度炭素繊維複合材で形成することができる。複合層２１２は、例えば、
炭素繊維を中に埋め込んだエポキシ樹脂等のポリマーマトリックス材料を有する。このよ
うな実施形態では、炭素繊維は、実質的に周方向に配置及び／または配向することができ
る。上述のように、複合層２１２は、比較的低密度で比較的高強度特性を備え、これによ
り、ロータ２１０の強度、及び、遠心効果により破壊する前にロータ２１０が回転できる
速度を増大することができる。
【００４５】
　図２に示すように、選択的なコンプライアント層２１６は、複合層２１２内に、複合層
２１２の内面に接触及び連結して（例えば、化学的または機械的な連結を介して）、配置
される。コンプライアント層２１６は、複合層２１２よりも低弾性率を有する全体的にコ
ンプライアント材料で形成することができる。例えば、いくつかの実施形態では、コンプ
ライアント層２１６はガラスまたはガラス複合材で形成される。ここに更に詳述するよう
に、コンプライアント層２１６は、そうでない場合には複合層２１２に作用する力Ｆを、
分散し、例えば、局部応力集中を低減するように構成することができる。
【００４６】
　ロータ２１０は、更に、コンプライアント層２１６の内面に連結される１つまたは複数
の質量負荷２３２を包含する。質量負荷２３２は、磁性及び／または不活性（例えば、非
磁性）とすることができる。例えば、いくつかの実施形態では、質量負荷２３２は、フラ
イホイールの磁石組立体内に包含される磁石とすることができる。質量負荷２３２は、例
えば、コンプライアント層２１６及び／または複合層２１２と比較したときに、比較的高
い密度を有することができる。図２に示すように、質量負荷２３２の各セットは、周方向
に配置され、質量負荷のセットは、軸Ａに平行なロータ２１０の長さに沿って均一に分配
される。ステータ巻線が磁気質量負荷２３２の隣接するセット間に軸方向に配置される実
施形態では、軸方向に隣接する質量負荷２３２のセットは、軸方向に離隔し、ステータ巻
線を受入れる。
【００４７】
　図２には質量負荷２３２は、その間に間隙を画定するように示してあるが、他の実施形
態では、ロータ２１０は、ロータ２１０の内面の実質的に全体を覆うように構成される質
量負荷２３２を有することができる（すなわち、有する場合にはコンプライアント層２１
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６、または、コンプライアント層２１６を有しない場合には複合層２１２）。例えば、い
くつかの実施形態では、質量負荷２３２の第１部分は、磁気質量とすることができ、これ
は、図１を参照して上述した磁石組立体１２０に包含される磁石と実質的に同様な形態及
び／または機能とすることができる。このような実施形態では、質量負荷２３２の第２部
分は、例えば、軸方向に隣接する磁気質量負荷２３２間に配置することができる。いくつ
かの実施形態では、質量負荷２３２の第２部分は、質量負荷２３２の第１部分と実質的に
同じ密度を有することができ、または、質量負荷２３２の第１部分よりも大きな密度を有
することができる。質量負荷２３２（例えば、質量負荷２３２の第１部分及び第２部分）
がコンプライアント層２１６の内面の実質的にその全体を覆う場合、質量負荷２３２は、
ロータ２１０が軸Ａの回りを回転するときに、コンプライアント層２１６の内面に、単位
面積当たり実施的に均一な力Ｆを作用させる。上述のように、コンプライアント層２１６
は、そうでない場合にコンプライアント層２１６に質量負荷２３２により作用される単位
面積当たりの局在性の力Ｆが、複合層２１２の内面に均一に分配されるように配置される
。したがって、ロータ２１０が軸Ａの回りを回転すると、実質的に均一な応力が、複合層
の内面に作用する（例えば、コンプライアント層２１６を介して）。場合によっては、こ
のような配置は、例えば、ロータシステムの全体の動的安定性を増大することができる。
【００４８】
　ロータ１１０を参照して上述したように、質量負荷２３２は、ロータ２１０の回転に関
連する遠心効果の結果として、複合層２１２の内面に追加の力を作用させる。このように
、複合層２１２の内面に質量負荷２３２による均一に作用される力Ｆ（コンプライアント
層２１６を介して）は、そうでなければロータ２１０の回転速度を制限する厚さ方向引張
半径方向応力を低減する。力Ｆは、場合によっては、ロータ２１０（または、ロータ２１
０を形成する構成材料）を、このロータ全体を通して厚さ方向圧縮状態とする。更に、フ
ライホイール１０５を参照して上述したように、質量荷重２３２（例えば、磁気質量負荷
）を均一に分配することにより、ロータ２１０を包含するフライホールのエネルギ密度及
び／または出力密度は、モータ／発電機として共同で形成及び／または構成されるフライ
ホイールの部分を実質的に最大化することにより、増大することができる。
【００４９】
　図３は、他の実施形態によるフライホイール３０５の一部の概略図である。フライホイ
ール３０５の部分は、エネルギを受取り、貯蔵し、放出するように構成される任意の適切
な機械及び／またはシステムに設けることができる。いくつかの実施形態では、フライホ
イール３０５の部分は、例えば、図１を参照して上述したフライホイール１０５と実施的
に同様とし、及び／または、これに包含することができる。したがって、フライホイール
３０５の該部分の態様は、ここでは詳細には説明しない。
【００５０】
　フライホイール３０５（または、その一部）は、フライホイール１０５を参照して上述
したように、ステータ３４０に対して回転するように構成されたロータ３１０を有する。
ステータ３４０は、任意の適切な形状、サイズまたは構成とすることができる。例えば、
いくつかの実施形態では、ステータ３４０は、図１を参照して上述したステータ組立体１
４０と実質的に同様とすることができる。したがって、図３には示してないが、ステータ
３４０は、ここに詳述するように、電流の流れを受取るように構成される任意数のステー
タ巻線等を有することができる。
【００５１】
　フライホイール３０５のロータ３１０は、第１層３１２と、第２層３１４と、第３層３
１６とを有する。第１層３１２は、ロータ１１０（図１）及び／またはロータ２１０（図
２）を参照して上述したように、例えば、炭素複合層等の高強度複合層とすることができ
る。第２層３１４は、第１層３１２の強度よりも低い強度を有する複合層とすることがで
きる。例えば、いくつかの実施形態では、第２層３１４は、ガラス／炭素複合層等とする
ことができる。このような実施形態では、ガラス／炭素繊維は、例えば、エポキシ樹脂等
のポリマーマトリックス材料に埋め込むことができる。したがって、第２層３１４は、第
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１層３１２と同様とすることができるが、しかし、ガラス繊維を使用することで、力が作
用したときに、よりコンプライアントな複合材料となる。第３層３１６は、第２層３１４
の強度よりも低い強度を有するコンプライアント層とすることができる。例えば、いくつ
かの実施形態では、第３層３１６は、コンプライアントガラス層、または、ガラス複合層
等とすることができる。このような実施形態では、ガラス材料及び／またはガラス複合材
料は、例えば、力が作用したときに、ガラス／炭素複合材及び／または炭素複合材よりも
、よりコンプライアントとすることができる。
【００５２】
　図３に示すように、ロータ３１０は、磁石組立体３２０と、第３層３１６（例えば、ガ
ラス層）の表面に連結される質量負荷３３２のセットとを有する。磁石組立体３２０は、
２つの磁石３２２のセットを有する。磁石３２２のセットは、第３層３１６に、例えば、
接着剤、機械的締結具、締まり嵌め、第３層３１６に取付けられる介入構造等の任意の適
切なカップリングを介して連結することができる。更に、磁石３２２のセットは、ロータ
３１０の軸方向長さに沿って、その間に距離Ｄ１を画定する異なる位置で第３層３１６に
連結される。図示のように、距離Ｄ１は、磁石３２２間にステータ３４０の一部を配置可
能とするのに十分である。
【００５３】
　質量負荷３３２は、任意の適切な形状、サイズ及び／または構成とすることができる。
例えば、図３に示す実施形態では、ロータ３１０は、磁石３２２のセットのそれぞれの側
部で第３層３１６に連結される質量負荷３３２のセットを有する。より具体的には、第１
の質量負荷３３２のセットは、第１の磁石３２２のセットの第１側部に配置することがで
き、第２の質量負荷３３２のセットは、第２の磁石３２２のセットの第１側部に配置する
ことができ、第３の質量負荷３３２のセットは、第１の磁石３２２のセットの第２側部及
び第２の磁石３２２のセットの第２側部（すなわち、２つの磁石３２２のセットの軸方向
間）に配置することができる。いくつかの実施形態では、質量負荷３３２のセットは、１
つまたは複数の磁石３２２に隣接し、接触して配置することができる。換言すると、磁石
３２２のセット及び質量負荷３３２のセットは、第３層３１６の内面の実施的にその全体
を実質的に覆うことができる。ここに更に詳述するように、第３層３１６の内面の実質的
に全体を覆うことにより、質量負荷３３２のセットと磁石３２２のセットとは、ロータ３
１０がその軸の回りに回転すると、第３層上に実施的に均一な圧力を作用させることがで
きる。
【００５４】
　この実施形態では、質量負荷３３２のセット内の各質量負荷は、例えば、ステンレス鋼
、タングステン合金等の不活性（例えば、非磁性）材料で形成することができる。更に、
質量負荷を形成する構成材料は、比較的高密度材料とすることができる。例えば、いくつ
かの実施形態では、質量負荷のセット３３２を形成する質量負荷及び／または構成材料は
、磁石３２２のセット内の磁石の密度よりも大きな密度を有する。図３に示すように、磁
石に関連する密度よりも大きな密度の質量負荷を包含することにより、実質的に同じ質量
を維持しつつ、質量負荷のサイズ（例えば、半径方向厚さ）は、磁石の関連するサイズよ
りも小さくすることができる。
【００５５】
　上述のように、ステータ３４０の一部は、磁石３２２のセット間に画定される間隙内に
配置される。より具体的には、ステータ３４０の部分は、図３に示すように、ステータ３
４０の表面と磁石３２２のセットのそれぞれの関連する対向表面との間に距離Ｄ２が画定
されるように、磁石３２２のセット間の軸方向に心出しすることができる。更に、ロータ
３１０は、距離Ｄ３がステータ３４０の半径方向外面と、磁石３２２間に配置される質量
負荷３３２の半径方向内面との間に画定されるように、配置される。いくつかの実施形態
では、距離Ｄ２は、距離Ｄ３と実質的に同じにすることができ、すなわち、同じ間隙を、
ステータ３４０と、磁石３２２のセット及び／または質量負荷３３２のセットとの間に画
定することができる。例えば、この配置は、ロータ３１０がステータ３４０の回りを回転
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するときに、フライホイール３０５の部分の安定性を増大する。
【００５６】
　フライホイール１０５（図１）及びフライホイール２０５（図２）を参照して上述した
ように、ロータ３１０とステータ３４０とは、フライホイール３０５に包含される一体の
モータ／発電機３３０を共に形成する。より具体的には、隣接する磁石３２２のセット間
に配置されるステータ３４０の部分の配置は、例えば、軸方向磁束永久磁石モータ／発電
機を形成する。したがって、ステータ３４０は、電流の流れを受取ることができ、これは
、次に、ステータ巻き線を励磁する。このように、ステータ巻線内をまたは沿って流れる
電流は、磁石組立体３２０の隣接する磁石３２２のセット間及び／または介して流れる磁
束と相互作用し、ステータ３４０に対してロータ３１０を回転する。このように、フライ
ホイール３０５の部分は、回転運動エネルギとして、電気エネルギの少なくとも一部を貯
蔵することができる。更に、フライホイール３０５の一部は、例えば、放出状態に移行す
ることができ、ここでは、磁石３２２のセット間及び／または通して流れる磁束は、ステ
ータ巻線内に電流の流れを電気負荷等に対して誘導する。
【００５７】
　いくつかの実施形態では、質量負荷３３２のセット及び第３層３１６の内面の磁石３２
２のセットの配置で、ロータ３１０の第１層３１２、第２層３１４及び第３層３１６のそ
れぞれの内部に、そうでなければロータ３１０の回転で生成されるものとは異なる応力状
態となる。例えば、ロータ３１０がその軸の回りを回転するときに、質量負荷３３２のセ
ット及び磁石３２２のセットは、ロータ３１０の回転に関連する遠心効果の結果として、
第３層３１６の内面に、追加的な半径方向外方に向く力を作用させる。このように、そう
でなければロータ３１０の回転速度を制限する第１層３１２、第２層３１４及び／または
第３層３１６内の最大の肉厚方向の半径方向引張応力が、低減される。いくつかの実施形
態では、質量負荷３３２のセット及び磁石３２２のセットで作用される力は、図１のフラ
イホイール１０５を参照して上述したように、ロータ３１０の層３１２，３１４及び３１
６を全体的に厚さ方向の圧縮状態とする。更に、ロータ３１０の半径の機能として連続的
に強度を増大する層３１２，３１４及び３１６ロータ３１０を形成することにより、ロー
タ３１０，磁石３２２及び質量負荷３３２上の遠心効果に関連する力が、層３１２，３１
４及び３１６を通して均一に分配され、これは、ロータ３１０の回転速度の増大及び／ま
たは減少に関連する非均一な動的負荷を安定化することができる。
【００５８】
　フライホイール３０５の一部に包含されるロータ３１０を、特に、図３を参照して示し
かつ説明しているが、他の実施形態では、フライホイールの一部は、任意の適切な配置及
び／または構成を有するロータを包含することができる。例えば、図４は、他の実施形態
によるフライホイール４０５の一部の概略図である。フライホイール４０５の一部は、エ
ネルギを受取り、貯蔵し、放出するように構成される任意の適切な機械及び／またはシス
テムに設けることができる。いくつかの実施形態では、フライホイール４０５の一部は、
例えば、図１を参照して上述したフライホイール１０５と実施的に同様とし、及び／また
は、包含することができる。更に、フライホイール４０５の一部の態様は、フライホイー
ル３０５の一部の関連する態様と実質的に同様に形成し、及び／または、機能することが
できる。したがって、フライホイール４０５の一部の態様は、ここでは詳細には説明しな
い。
【００５９】
　フライホイール４０５（または、その一部）は、フライホイール１０５を参照して説明
したように、ステータ４４０に対して回転するように構成されたロータ４１０を有する。
ステータ４４０は、任意の適切な形状、サイズまたは構成とすることができる。例えば、
いくつかの実施形態では、ステータ４４０は、図１を参照して上述したステータ組立体１
４０と実質的に同様とすることができる。したがって、図４には示してないが、ステータ
４４０は、ここに詳述するように、電流の流れを受取るように構成される任意数のステー
タ巻線等を有することができる。
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【００６０】
　フライホイール４０５のロータ４１０は、第１層４１２と、第２層４１４と、第３層４
１６とを有する。第１層４１２は、ロータ１１０（図１）及び／またはロータ２１０（図
２）を参照して上述したように、高強度複合層（例えば、炭素複合層等）とすることがで
きる。第２層４１４は、図３に示すフライホイール３０５を参照して上述したように、第
１層４１２（例えば、ガラス複合層等）の強度よりも低い強度を有する複合層とすること
ができる。第３層４１６は、図３でロータ３１０を参照して上述したように、第２層４１
４（例えば、コンプライアントガラス等）の強度よりも低い強度を有するコンプライアン
ト層とすることができる。
【００６１】
　図４に示すように、ロータ４１０は、第３層４１６（例えば、コンプライアントガラス
層）に連結される磁石組立体４２０と、例えば第２層４１４（例えば、ガラス複合層）の
表面に連結された質量負荷４３２のセットとを有する。磁石組立体４２０は、一対の磁石
４２２のセットを有する。磁石組立体４２０は、図３を参照して上述した磁気組立体３２
０に実質的に同様であり、したがって、ここでは更に詳細には説明しない。ロータ３１０
の第３層３１６は図３に、ロータ３１０の一部の実質的に全長に延びるように示してある
が、図４に示す実施形態では、第３層４１６は、磁石４２２と第２層４１４との間に配置
され、質量負荷４３２と第２層４１４との間ではない。いくつかの実施形態では、第３層
４１６を、磁石４２２のセットに関連するロータ４１０の軸方向長さに沿うセグメントに
制限することは、例えば、磁石４２２のセット及びロータ４１０上の遠心効果を減じつつ
（例えば、せん断応力、厚さ方向応力等）、ロータ４１０の重さを減じることができる。
【００６２】
　質量負荷４３２のセット内の質量負荷は、任意の適切な形状、サイズ及び／または構成
とすることができる。例えば、図４に示す実施形態では、ロータ４１０は、図３に示すロ
ータ３１０の配置と同様に、磁石４２２のセットのそれぞれの各側部に、第２層４１４に
連結される質量負荷４３２のセットを有する。この実施形態では、質量負荷４３２のセッ
トは、例えば、磁石４２２の関連する断面領域よりも、より小さな断面領域（例えば、半
径方向平面内）にセグメント化される。場合によっては、質量負荷４３２のセットの分割
は、少なくとも一部が、質量負荷の密度、及び、ロータ４１０の回転から生じる関連する
応力に基づくことができる。したがって、質量負荷のそれぞれの断面サイズを減少するこ
とにより、質量負荷上にまたはその内部に作用する応力、及び、ロータ４１０に作用する
応力を減少することができる。更に、質量負荷をより小さな断面領域に分割することによ
り、例えば、第３層４１６をその間に配置することなく、ロータ４１０の第２層４１４に
質量負荷を連結可能とすることができる。このように、フライホイール４０５の一部は、
ここに記載のフライホイール１０５，２０５及び／または３０５のいずれかと、実質的に
少なくとも同様に機能することができる。
【００６３】
　図５は、実施形態によるフライホイール５０５の断面図である。フライホイール５０５
は、任意の適切な機械、システムまたはその部分とすることができる。例えば、フライホ
イール５０５は、回転運動エネルギの形態でエネルギを貯蔵するように構成される装置、
機械及び／またはシステムとすることができる。このように、フライホイール５０５は、
例えば、公益事業、産業、軍事及び/または他の適切なグリッドインフラストラクチャ等
の電気負荷/供給源からエネルギを受け取り、及び/または、電気負荷/供給源にエネルギ
を送出（放出）する電気機械装置である。他の実施形態では、電気負荷／供給源は、例え
ば、任意の適切な商用及び／または居住用の電気負荷／供給源とすることができる。いく
つかの実施形態では、フライホイール５０５の部分は、上述のフライホイール１０５，２
０５，３０５及び／または４０５の関連する部分と同様に及び／または実質的に同じにす
ることができ、したがって、先に説明した部分と同様なフライホイール５０５の部分は、
ここで詳細には説明しない。
【００６４】
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　図５に示すように、フライホイール５０５は、少なくとも、磁石組立体５２０と多数の
質量負荷５３２のセットとを有するロータ５１０と、ステータ巻線またはコイルのセット
（図５には示してない）を有するステータ５４０とを備える。フライホイール５０５及び
／またはその構成部材は、任意の適切な配置及び／または構成を有することができる。例
えば、図５に示すように、フライホイール５０５の一部は、軸方向磁束永久磁石機械とし
て構成されるモータ／発電機５３０を形成することができる。このような実施形態では、
フライホイール５０５のロータ５１０は、ステータ５４０に対して回転することができ、
磁石組立体５２０に包含される永久磁石の回転に関連する磁束が、ステータ５４０のステ
ータ巻線内に電流の流れを誘導する。
【００６５】
　フライホイール５０５は、ロータ５１０を所要の回転速度で回転するために十分な電気
エネルギを電気負荷／供給源から受取るように構成され、これにより、図１に示すフライ
ホイール１０５を参照して上述したように、入力エネルギ（例えば、電気エネルギ）を回
転運動エネルギ（例えば、上記式１及び２を参照）に変換する。フライホイール５０５は
、更に、運動エネルギの少なくとも一部を、例えば、モータ／発電機５３０の一部（例え
ば、ステータ５４０内に包含されるステータ巻線またはコイル）内に流れる電流を誘導す
ることにより、放出するように構成され、これは、ロータ５１０の回転速度を減速する。
【００６６】
　図５に示すように、ステータ５４０は、例えばロータ５１０の内面に対応することがで
きる実質的に円形（例えば、中空でない）断面形状を有し、これにより、ステータ５４０
をロータ５１０内に配置することが可能となる。いくつかの実施形態では、ステータ５４
０は、ロータ５１０が相対的に回転する際に、実質的に固定位置にステータを維持するよ
うに構成された任意の適切な支持構造（図示しない）に連結することができる。更に、ロ
ータ５１０及び／またはステータ５４０は、その間に配置され、ステータ５４０に対して
回転するときに、ロータ５１０の少なくとも一部を支持するように構成される軸受５６２
を有することができる。いくつかの実施形態では、軸受５６２は、例えば、ボール軸受ま
たはピン軸受等の静的機械式軸受とすることができる。ステータ５４０は、更に詳述する
ように、それぞれがロータ５１０の異なる部分と相互作用するように構成された軸受部５
４２、安定化部５４４、及び／または、モータ／発電機部５４６を有する。
【００６７】
　図５に示すように、ロータ５１０は、実質的に環状の断面形状を有する。換言すると、
ロータ５１０は、ロータ５１０の内径を画定する内面と、ロータ５１０の外径を画定する
外面とを有する。ロータ５１０は、上述のような複合材料から形成することができる。更
に、ロータ５１０は、図５に、単一層を有するとして示し、及び／または、単一の複合材
料で形成されるとして示してあるが、他の実施形態では、ロータ５１０は、任意の適切な
数の層を有することができ、これは、それぞれ異なる複合材料で形成することができる。
例えば、いくつかの実施形態では、ロータ５１０は、３つの層を有することができる（例
えば、ロータ３１０及び４１０を参照して上述したように、高強度炭素複合外層と、ガラ
ス／炭素複合中間層と、ガラス及び／またはガラス複合内層）。
【００６８】
　磁石組立体５２０は、ロータ５１０の内面に連結される。磁石組立体５２０は、１つま
たは複数の軸方向に分配される磁石のセットにおいて、ロータ５１０の内面に沿って周方
向に配置される任意数の磁石を有することができる。例えば、図５に示すように、磁石組
立体５２０は、軸受磁石（複数可）５２２のセット、安定化磁石（複数可）５２２’のセ
ット、及び、モータ／発電機磁石（複数可）５２２”のセットを有する。周方向に配置さ
れる磁石（例えば、軸受磁石（複数可）５２２、安定化磁石（複数可）５２２’、及び、
１つまたは複数のモータ／発電機（複数可）５２２”）のそれぞれは、１つの磁石とする
ことができ、または、分割された磁石の任意の適切な数とすることができる。いくつかの
実施形態では、ロータ１１０（図１）を参照して上述したように、磁石の分割は、内部及
び／またはそうでない場合はロータ５１０の回転中に磁石で作用される応力を減少するこ
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とができる（例えば、曲げ応力、せん断応力、厚さ方向応力、フープ法力等）。いくつか
の実施形態では、磁石組立体５２０の周方向に配置された磁石は、ロータ５１０の長手方
向軸に沿う内面の所要のセグメントにまたはその上に配置される磁石のリングを形成する
ことができる。例えば、軸受磁石（複数可）５２２のセットは、長手方向軸に沿う第１位
置に配置することができ、安定化磁石（複数可）５２２’のセットは、第１位置とは異な
る、長手方向軸に沿う第２位置に配置することができ、モータ／発電機磁石（複数可）５
２２”の１つまたは複数のセットは、第１位置及び第２位置とは異なる、長手方向軸に沿
う第３の他の位置に配置することができる。
【００６９】
　軸受磁石（複数可）５２２、安定化磁石（複数可）５２２’、及び、モータ／発電機磁
石（複数可）５２２”（それぞれを、以下では単一の「磁石」と称する）は、任意の適切
な磁石とすることができる。例えば、いくつかの実施形態では、磁石は、それぞれネオジ
ム－鉄－ホウ化物、サマリウム－コバルト、アルミニウム－ニッケル－コバルト等の希土
類金属から形成することができる。他の実施形態では、磁石は電磁石とすることができる
。いくつかの実施形態では、磁石組立体５２０に包含される磁石は、実施的に同様とする
ことができる（例えば、実質的に同じ構成材料を含む）。他の実施形態では、軸受磁石５
２２のセット、安定化磁石５２２’のセット及び／またはモータ／発電機磁石５２２”の
セット（複数可）内の磁石は、同様とする必要はない。
【００７０】
　軸受磁石５２２のセットと安定化磁石５２２’のセットのそれぞれは、所要の磁束フロ
ー路を画定するのに適切な任意の配置及び／または構成を有することができる。例えば、
いくつかの実施形態では、軸受磁石５２２のセットは、ステータ５４０の軸受部５４２と
相互作用する磁束を生成することができる。例えば、いくつかの実施形態では、軸受磁石
５２２のセットから及び／またはこれを介して流れる磁束は、ステータ５４０の軸受部５
４２のセグメントに反発し及び／またはそうでない場合は浮上することができる。このよ
うに、軸受磁石５２２のセット及びステータ５４０の軸受部５４２は、磁気浮上を介して
低摩擦軸受として共同で作用する。安定化磁石５２２’のセットは、ステータ５４０の安
定化部５４４と相互作用する磁束を生成することができる。このように、安定化磁石５２
２’のセット及びステータ５４０の安定化部５４４は、例えば、ロータ５１０の加速また
は減速中にロータ５１０及び／またはステータ５４０を共に安定化する。場合によっては
、ロータ５１０の安定化は、衝撃力及び／または非均一の負荷またはそうでない場合はロ
ータ５１０及び／またはステータ５４０を損傷可能な動きを低減することができる。した
がって、ロータ５１０の軸受５６２、軸受磁石５２２のセット及び安定化磁石５２２’の
セット、ならびに、ステータ５４０の軸受部５４２及び安定化部５４４は。それがステー
タ５４０の回りを回転するときに、共にロータ５１０を支持し及び／または安定化する。
【００７１】
　磁石組立体５２０のモータ／発電機磁石５２２”のセット（複数可）は、ステータ５４
０のモータ／発電機部５４６と相互作用し、共にモータ／発電機５３０を画定するように
構成される。モータ／発電機磁石５２２”のセットは、図５には、例えばステータ５４０
の一部が配置される３つの切欠きを画定する連続した断面形状を有するように示してある
が、他の実施形態では、モータ／発電機磁石５２２”のセットは、共にモータ／発電機磁
石５２２”を形成する任意の適切な数の軸方向配置の磁石のセットを有することができる
。換言すると、モータ／発電機磁石５２２”のセットは、モータ／発電機磁石５２２”の
セット間及び／または通して磁束が流れ、ステータ５４０の少なくとも一部と相互作用す
る流路を画定するのに好適な任意の配置及び／または構成を有することができる。
【００７２】
　ロータ５１０およびステータ５４０は、ステータ５４０のモータ／発電機部５４６が、
モータ／発電機磁石５２２”のセットにより画定される間隙内に配置されるように、配置
される。例えば、いくつかの実施形態では、モータ／発電機磁石５２２”のセットは、ス
テータ５４０のモータ／発電機部５４６を受入れるように構成される切欠きのセットを画
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定する。他の実施形態では、モータ／発電機磁石５２２”のセットは、軸方向に配置され
て、ステータ５４０のモータ／発電機部５４６を受入れるように構成される軸方向に隣接
する磁石のセット間の間隙を画定する多数の磁石のセットによって形成される。いくつか
の実施形態では、ステータ５４０のモータ／発電機部５４６は、例えば、軸方向に隣接す
る磁石（または、軸方向に隣接する磁石のリング）間の切欠き及び／または間隙内に配置
されるステータ巻線及び／またはコイル（図５には示してない）を有することができる。
ロータ５１０のモータ／発電機磁石５２２”のセット、及び、ステータ５４０のモータ／
発電機部５４６は、所要の空隙がその間に画定されるように、配置される。より具体的に
は、モータ／発電機磁石５２２のセット（複数可）間に配置されるステータ５４０のモー
タ／発電機部５４６の配置は、例えば、軸方向磁束永久磁石モータ／発電機（例えば、モ
ータ／発電機５３０）を共に形成する。したがって、フライホイール５０５は、電流の流
れを受取り、ステータ５４０に対してロータ５１０を作動可能に回転するように構成する
ことができ、及び／または、電流の流れを誘導でき（例えば、ステータ巻線及び／または
コイル内）、これは、フライホイール１０５，２０５，３０５及び／または４０５を参照
して詳述したように、負荷に送出することができる。
【００７３】
　上述のように、ロータ５１０は、質量負荷５３２のセットを有する。質量負荷５３２の
セットは、磁石とすることができ（例えば、質量負荷５３２が磁石組立体５２０に包含さ
れる磁石を形成する）、または、不活性（例えば、非磁性）で磁石組立体５３０に包含さ
れる磁石とは別個とすることができる。例えば、いくつかの実施形態では、質量負荷５３
２は、磁石組立体５２０の磁石を形成することができ、更に、例えば、ステータ組立体５
４０のステータ巻線内に電流の流れを誘導し、及び／または、ロータ５１０を安定化させ
ることができる。しかし、この実施形態では、質量負荷５３２のセットは、ステンレス鋼
、タングステン合金、金属充填ポリマー及び／または他の非金属材料で形成される。図５
に示すように、質量負荷５３２のセットは、そうでない場合は、軸受磁石５２２のセット
、安定化磁石５２２’のセット及びモータ／発電機磁石５２２”のセット（複数可）のセ
ットで覆われ及び／または連結されるロータ５１０のセグメントを除き、ロータ５１０の
内面の実施的に全体を覆う。
【００７４】
　いくつかの実施形態では、質量負荷５３２のセット内の各質量負荷は、磁石組立体５２
０のそれぞれの磁石の質量と実質的に等しい質量と半径方向に向く領域とを有することが
できる。したがって、質量負荷５３２のセット並びに磁石組立体５２０の磁石５２２，５
２２’及び５２２”のセットが、ロータ５１０の内面の実質的に全体を覆う場合に、質量
負荷及び磁石は、ロータ５１０がその軸の回りを回転するときに、ロータ５１０の内面に
、単位面積当たり実質的に均一の力（または、圧力）を作用させる。いくつかの実施形態
では、質量負荷は、磁石の密度よりも大きな密度を有することができ、したがって、同じ
質量を維持しつつ（及び、例えば、単位面積当たりの質量）、より小さなサイズ（例えば
、半径方向厚さ）を有することができる。いくつかの実施形態では、それぞれの質量負荷
５３２のセットは、周方向に離隔しまたは当接する構造的に異なる質量負荷に、周方向に
分割される。同様に、質量負荷５３２のセットは、所要の軸方向距離が隣接する磁石のセ
ット間に画定され、または、質量負荷５３２のセットが当接できるように、軸方向に離間
することができる。それぞれの質量負荷５３２のセットを分割することにより、遠心効果
で生じる各個別の質量負荷上に及び／または内に作用する応力を、減少することができる
。したがって、ロータ５１０の内面上における質量負荷５３２のセット及び磁石組立体５
２０の配置は、質量負荷５３２のセットの無い他のロータの回転に関連する応力状態とは
異なるロータ５１０の回転に関連する応力状態となる。結果として、ロータ５１０の回転
速度が増大し、これは、少なくともフライホイール１０５（図１）及び／または２０５（
図２）を参照して詳述したように、次に、フライホイール５０５に関連するエネルギ及び
／または出力密度を増大する。
【００７５】
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　いくつかの実施形態では、フライホイールは、高出力貯蔵密度及び高エネルギ貯蔵密度
用に構成することができる。例えば、図６～９は、実施形態によるフライホイール６０５
（または、その一部）を示す。フライホイール６０５は、任意の適切な機械、システムま
たはその部分とすることができる。例えば、いくつかの実施形態では、フライホイール６
０５は、電気エネルギを受取り、その一部を所要の回転速度で回転し、これにより、電気
エネルギを回転運動エネルギに変換し（例えば、上記式１及び２参照）、また、回転運動
エネルギの少なくとも一部を、例えば、フライホイール６０５から電気負荷（詳述したよ
うに）に流れるように電流を誘導することにより、放出するように構成される。いくつか
の実施形態では、フライホイール６０５の一部は、上述のフライホイール１０５，２０５
，３０５，４０５及び／または５０５の関連する部分と同様に及び／または実質的に同じ
にすることができ、したがって、先に説明した部分と同様なフライホイール６０５の部分
は、ここで詳細には説明しない。
【００７６】
　図６に示すように、フライホイール６０５は、少なくとも、磁石組立体６２０と質量負
荷６３２のセットを有するロータ６１０、モータ／発電機部６４６のセットを有するステ
ータ６４０、及び、ハブ６６０を備える。フライホイール６０５及び／またはその構成部
材は、任意の適切な配置及び／または構成を有することができる。例えば、図６に示すよ
うに、フライホイール６０５の一部は、軸方向磁束永久磁石機械として構成されるモータ
／発電機６３０を形成することができる。このような実施形態では、フライホイール６０
５のロータ６１０は、磁石組立体６２０に包含される永久磁石の回転に関連する磁束が、
ステータ６４０のステータ巻線内に電流の流れを誘導するように、ステータ６４０に対し
て回転することができる。更に、フライホイール６０５は、ここに詳述したように、比較
的高エネルギ及び出力密度でエネルギを貯蔵するように、配置される。
【００７７】
　図６及び７に示すように、ステータ６４０は、これからモータ／発電機部６４６が延び
る中央構造６５０を有する。中央構造６５０（及び、したがって、ステータ６４０）は、
例えばロータ６１０の内面に関連可能な実質的に環状断面形状を有し、これにより、ステ
ータ６４０をロータ６１０内に配置することが可能となる。中央構造６５０は、電線をス
テータコイルに接続するのを容易とするだけでなく、保守等のためにフライホイール６０
５の部分にアクセスを可能とすることに加え、ステータ６４０の重さを減じるように構成
される開口６５２のセットを画定する。ステータ６４０は、ハブ６６０に強固に連結され
、これは、ロータ６１０をこれに対して回転しつつ、ステータ６４０を実質的に固定位置
に保持する方に構成される。
【００７８】
　図７に示すように、各モータ／発電機部６４６は、ステータ６４０の中央構造６５２か
ら延びる。モータ／発電機部６４６は、例えばステータ巻線６４８（またはコイル）のセ
ットを有する実質的に薄肉のリングとすることができる。いくつかの実施形態では、ステ
ータ巻線６４８は、ワイヤ等を巻回することができる。他の実施形態では、ステータ巻線
６４８は、例えば、印刷基板上の導電トレースとすることができる。図７には示してない
が、ステータ巻線６４８は、任意の適切な装置、負荷、システム、グリッド等に、その間
に電流が流れるように電気的に連結することができる。ここに詳述するように、モータ／
発電機部６４６は、ロータ６１０の磁石組立体６２０と相互作用し、共にフライホイール
６０５のモータ／発電機６３０を形成するように構成される。
【００７９】
　ロータ６１０は、図６に示すように、実質的に環状断面形状を有する。換言すると、ロ
ータ６１０は、ロータ６１０の内径を画定する内面と、ロータ６１０の外径を画定する外
面とを有する。ロータ６１０は、上述のような複合材料から形成することができる。ロー
タ６１０は、図６に、単一層を有するとして示し、及び／または、単一の複合材料で形成
されるとして示してあるが、他の実施形態では、ロータ６１０は、任意の適切な数の層を
有することができ、これらのそれぞれは、異なる複合材料で形成することができる。例え
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ば、いくつかの実施形態では、ロータ６１０は、３つの層を有することができる（例えば
、ロータ３１０及びロータ４１０を参照して上述したように、高強度炭素複合外層と、ガ
ラス／炭素複合中間層と、ガラス及び／またはガラス複合内層。更に、ロータ６１０は、
ハブ６６０の軸受６６２に係合するように構成された軸受部６１８を有する。いくつかの
実施形態では、軸受６６２は、例えば、ボール軸受またはピン軸受等の静的機械式軸受と
することができる）。他の実施形態では、軸受は、磁気浮上軸受、能動または受動磁気安
定化軸受、ガス軸受、及び／または、同様またはその組合わせとすることができる。した
がって、ハブ６６０と軸受６６２とは、ロータ６１０がハブ６６０及びステータ６４０に
対して回転するときに、ロータ６１０を（少なくとも、軸受部６１８を介して）支持する
。
【００８０】
　磁石組立体６２０は、ロータ６１０の内面に連結される。磁石組立体６２０は、任意数
の磁石６２２のセットを有することができ、そのそれぞれは、ロータ６１０の内面に沿っ
て周方向に配置される磁石を有する。磁石６２２のセット内の磁石は、ここに記載のよう
な任意の適切なタイプの磁石とすることができる。いくつかの実施形態では、磁石組立体
６２０の周方向に配置された磁石のセットは、例えば、図８に示すように、磁石６２２の
リングの形態とすることができる。例えば、いくつかの実施形態では、磁石６２２のセッ
トのそれぞれの磁石は、磁石を固定するように構成され、磁石６２２のセットをロータ６
１０の内面に固定状態に連結されるように構成される環状リング６２４に連結することが
できる。
【００８１】
　磁石の周方向に配置された磁石６２２のリングのそれぞれは、任意の適切な数の分割さ
れた磁石を有することができる。いくつかの実施形態では、ロータ１１０（図１）を参照
して上述したように、磁石の分割は、内部及び／またはそうでない場合はロータ６１０の
回転中に磁石で作用される応力を、減少することができる（例えば、せん断応力、厚さ方
向応力、フープ法力等）。図６及び９に示すように、磁石６２２の周方向リングのそれぞ
れは、ロータ６１０の長手方向軸に沿う内面の所要のセグメントにまたは上に配置するこ
とができる。例えば、磁石６２２の第１リングは、長手方向軸に沿う第１位置に配置する
ことができ、磁石６２２’の第２リングは、第１位置とは異なる長手方向軸に沿う第２位
置に配置することができ、磁石６２２の第３リングは、第１位置及び第２位置等とは異な
る、長手方向軸に沿う第３位置に配置することができる。
【００８２】
　磁石６２２及び／または磁石６２２の周方向リングは、ロータ６１０の内面と任意の適
切な配置で連結することができる。例えば、図９に示すように、磁石６２２は、磁石６２
２のそれぞれの周方向リングが軸方向に隣接する磁石６２２の周方向リングに距離Ｄ４だ
け分離するように、ロータ６１０の内面に連結することができる。同様に、磁石６２２の
周方向リングに包含される各磁石６２２（例えば、分割された磁石）は、その周方向に隣
接する磁石６２２から距離Ｄ５だけ離隔される。図示のように、磁石は、第１方向に極性
を有する磁石６２２Ａが、第１方向とは反対の第２方向（及び、逆に）に極性を有する磁
石６２２Ｂに周方向に隣接するように、配置することができる。したがって、磁束は、所
定の磁束流路内で、磁石６２２Ａ及び６２２Ｂ間及び／または通して流れることができる
。
【００８３】
　図９に示すように、磁石６２２の周方向リングは、軸方向に隣接する磁石６２２のリン
グから所定角度だけオフセットすることができる。例えば、磁石のトップリングのそれぞ
れの磁石６２２Ａ及び６２２Ｂは、内面に沿う周方向位置で、ロータ６１０に連結され、
磁石の中間リングのそれぞれの磁石６２２Ａ及び６２２Ｂは、トップリングの磁石６２２
Ａ及び６２２Ｂからオフセットする、内面に沿う周方向位置でロータ６１０に連結され、
磁石の底部リングのそれぞれの磁石６２２Ａ及び６２２Ｂは、トップリングの磁石６２２
Ａ及び６２２Ｂ、及び、中間リングの磁石６２２Ａ及び６２２Ｂからオフセットする、内
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面に沿う周方向位置でロータ６１０に連結される。他の実施形態では、磁石６２２Ａ及び
６２２Ｂは、オフセットする必要はない。換言すると、磁石６２２の周方向リングは、内
面に沿い、実質的に同じ周方向配向で軸方向に分配することができる。
【００８４】
　図６に戻って参照すると、ロータ６１０及びステータ６４０は、ステータ６４０のモー
タ／発電機部６４６が、磁石６２２の軸方向に隣接するリング間に画定される間隙（例え
ば、図９の距離Ｄ４を有する間隙）内に配置されるように、配置される。ロータ６１０の
磁石６２２のリング及びステータ６４０のモータ／発電機部６４６は、所要の空隙がその
間に画定されるように、配置される。より具体的には、磁石６２２のリング間に配置され
るステータ６４０のモータ／発電機部６４６の配置は、例えば、軸方向磁束永久磁石モー
タ／発電機（例えば、モータ／発電機６３０）を共に形成する。したがって、フライホイ
ール６０５は、電流の流れを（例えば、ステータ巻線６４８を介して）受取り、ステータ
６４０に対してロータ６１０を回転作動することができるように構成され、及び／または
、ステータ巻線６４８内に電流の流れを誘導することができ、これを、フライホイール１
０５，２０５，３０５，４０５及び／または５０５を参照して詳述したように、負荷に送
出することができる。
【００８５】
　図６に示すように、ロータ６１０の磁石６２２及び／または磁石のリング、並びに、ス
テータのモータ／発電機部６４６は、フライホイール６０５の実質的に全長に沿って、軸
方向に均等に分配される。したがって、モータ／発電機６３０として構成されるフライホ
イール６０５の部分が、増大し及び／または実質的に最大となる。このように、フライホ
イール６０５の出力密度が、増大すると、すなわち、電気エネルギがフライホイール６０
５に対し及び／またはこれから（ステータ巻線６４８を介して）伝達可能な速度が増大す
る。例えば、ステータ巻線６４８が最大の電気容量（例えば、破壊することなくステータ
巻線６４８に沿って伝達可能な最大電圧、電流及び／または出力）を有する場合、フライ
ホイール６０５に関連する電気出力密度は、それに包含されるステータ巻線６４８の数を
増大することにより、増大することができる。したがって、モータ／発電機６３０として
構成されるフライホイール６０５の一部は、高出力密度を有するフライホイール６０５と
することができる。
【００８６】
　上述のように、ロータ６１０は、質量負荷６３２のセットを有する。質量負荷６３２の
セットは、磁性とすることができ（例えば、質量負荷６３２のセットが、磁石組立体６２
０に包含される磁石６２２の少なくとも一部を形成する）、または、不活性（例えば、非
磁性）で、磁石組立体６２０に包含される磁石６２２のセットまたはリングとは別にする
ことができる。この実施形態では、質量負荷６３２は、ステンレス鋼、タングステン合金
、金属充填ポリマー及び／または他の非金属材料で形成される。いくつかの実施形態では
、質量負荷６３２は、構造的に個別のセグメントに分割され、周方向または軸方向のいず
れかに、隣接する磁石間に所要の距離が画定されるように、配置してもよい。質量負荷６
３２を分割することにより、遠心効果により質量負荷６３２上に及び／または内部に作用
する応力は、フライホイール１０５，２０５，３０５，４０５及び／または５０５を参照
して上述したように、低減することができる。
【００８７】
　図６に示すように、質量負荷６３２のセットは、磁石６２２の軸方向に隣接するリング
またはセット間に画定される間隙内に配置される（図９では、間隙は距離Ｄ４を有する）
。いくつかの実施形態では、質量負荷６３２のそれぞれは、磁石組立体６２０内の磁石の
それぞれの質量と実施的に等しい質量を有することができる。更に拡大すると、それぞれ
の質量負荷６３２の質量は、ロータ６１０の半径に沿うその位置に関連及び／または依存
させることができる（例えば、質量の平均半径)。例えば、質量負荷６３２のセット及び
磁石組立体６２０の磁石６２２，６２２’及び６２２”のセットは、ロータ６１０の内面
の実質的にその全体を覆い、実質的に同様な半径位置（すなわち、平均半径）を有する場
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合、質量負荷６３２のセット及び磁石組立体６２０の磁石６２２，６２２’及び６２２”
のセットは、実施的に同じ質量を有する。したがって、質量負荷６３２及び磁石は、ロー
タ６１０がその軸の回りを回転するときに、ロータ６１０の内面に実質的に均等な圧力を
作用させることができる。
【００８８】
他の実施形態では、質量負荷６３２のそれぞれは、磁石組立体６２０の磁石のそれぞれの
質量とは等しくない質量を有することができ、一方、それにも関わらず、ロータ６１０が
その軸の回りを回転するときに、共にロータ６１０の内面に実質的に均一な圧力を作用さ
せる。例えば、質量負荷６３２のそれぞれは、磁石のそれぞれよりも小さな半径方向厚さ
またはサイズを有することができ、したがって、質量負荷６３２のそれぞれは、磁石組立
体６２０に包含される磁石のそれぞれに関連する平均半径よりも大きな平均半径を有する
ことができる。このような実施形態では、それぞれの質量負荷６３２は、それぞれの磁石
６２２，６２２’及び／または６２２”の密度よりも大きな密度を有することができ、し
たがって、より小さなサイズ（半径方向厚さ）を有するものの、質量負荷６３２及び磁石
は、実質的に均一な圧力荷重をロータ６１０に作用させることができる。この方法では、
それぞれの質量負荷６３２のセットは、所要の空隙をその間に維持しつつ、ロータ６１０
と、ステータ部６４６の対応する１つの周方向端面との間に配置することができる。した
がって、ロータ６１０の内面上における質量負荷６３２のセット及び磁石組立体６２０の
配置は、質量負荷６３２の無いロータ６１０の他の回転に関連する応力状態とは異なる、
ロータ６１０の回転に関連する応力状態となる。結果として、ロータ６１０の回転速度が
増大し、これは、少なくともフライホイール１０５（図１）及び／または２０５（図２）
を参照して詳述したように、次に、フライホイール６０５に関連するエネルギ及び／また
は出力密度を増大する。
【００８９】
　磁石６２２は、環状リング６２４を介してロータ６１０に連結されているように図示及
び説明したが、他の実施形態では、磁石は、任意の適切な構成を有する磁石保持リングを
介してロータに連結することができる。例えば、図１０は、実施形態による磁石組立体７
２０の一部の概略図である。磁石組立体７２０は、ここに説明したロータ１１０，２１０
，３１０，４１０，５１０及び／または６１０等、任意の適切なロータ等に包含され及び
／または連結され得る。いくつかの実施形態では、磁石組立体７２０は、例えば、ロータ
の複合層７１４に連結することができる（例えば、ロータ３１０（図３）及び４１０（図
４）を参照して上述したように、炭素複合層、ガラス／炭素複合層、及び／または、ガラ
ス複合層）。
【００９０】
　図１０に示すように、磁石組立体７２０は、磁石保持リング７２４と、これに連結され
る磁石７２２のセットとを有する。磁石７２２は、ここに記載のような任意の適切な磁石
とすることができる。磁石保持リング７２４は、切欠き７２６のセットと開口７２８のセ
ットとを有する。切欠き７２６は、磁石７２２の一部を受入れ、磁石を磁石保持リング７
２４に強固に連結するように構成される。例えば、いくつかの実施形態では、磁石７２２
は、切欠き７２６内に押込み、接着剤、摩擦嵌め、機械的締結具、溶接または焼結結合等
を介して、その中に固定される。
【００９１】
　開口７２８は、負荷が作用したときに、磁気保持リング７２４が変形するのを可能とす
るように構成される。例えば、いくつかの実施形態では、磁気保持リング７２４は、磁石
７２２が開口７２６内に押圧されると、変形することができる。いくつかの実施形態では
、ロータの回転に関連する遠心効果により、磁石保持リング７２４に作用する力は、磁石
保持リング７２４の一部を変形するために十分とすることができる。磁石保持リング７２
４は、開口７２８を画定するように示してあるが、他の実施形態では、磁石保持リング７
２４は、スロット、切欠き、溝、チャンネル、及び／または、磁石保持リング７２４を拡
張及び／またはそうでないときは、負荷する際に磁石保持リング７２４内に応力量を再分
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配することができるように構成される任意の他の適切な不連続性を画定することができる
。
【００９２】
　磁石保持リング７２４は、比較的低弾性率を有する、比較的コンプライアントな金属、
金属合金、複合材等で形成することができる。このように、磁石保持リング７２４の一部
は、例えば、半径方向応力及びフープ応力等のロータの回転に関連する応力に応じて弾力
的に（例えば、非永久的に）拡張するように構成することができる。いくつかの実施形態
では、磁石保持リング７２４の拡張は、各磁石７２２で作用される個々の力の均一な分配
を可能とする。したがって、拡張により、磁石保持リング７２４はロータが軸の回りを回
転するときに、ロータの複合層７１４の内面に均一な力を作用させることができる。更に
、磁石７２２を磁石保持リング７２４の切欠き７２６内に配置することにより、そうでな
い場合は磁石７２２をロータの内面からせん断（例えば、分離）するように作用する各加
速／減速に応じて磁石７２２に関連するせん断応力は、磁石保持リング７２４で支持され
る。磁石保持リング７２４をモノリシックに形成することにより、ロータの内面に接触及
び連結される磁石保持リング７２４の表面領域は、磁石７２２上の加速負荷をロータの内
面で支持可能であるより大きな表面を提供することができ、すなわち、所定の角加速度に
対するせん断応力の大きさを減少する。結果として、ロータの角加速／減速の変化率を増
大することができ、これは、次に、このようなロータが配置されるフライホイールに、ま
たは、これから伝達されるエネルギの割合を増大することができる（すなわち、フライホ
イールの出力密度を増大する）。
【００９３】
　フライホイール２０５，３０５，４０５，５０５及び６０５は、軸方向磁束永久磁石機
械として示しかつ記載してあるが、他の実施形態では、少なくとも一部が質量負荷に基づ
く比較的高エネルギ貯蔵密度及び／または比較的高出力密度を有するように構成されたフ
ライホイールは、任意の適切なタイプの電磁機械とすることができる。例えば、図１１及
び１２は、実施形態によるフライホイール８０５を示す。フライホイール８０５は、少な
くとも機能において、ここに記載のフライホイール１０５，２０５，３０５，４０５，５
０５及び／または６０５と実質的に同様にすることができる。したがって、フライホイー
ル８０５の一部については、更に詳細には記載しない。
【００９４】
　図１１に示すように、フライホイール８０５は、少なくとも、磁石組立体８２０を有す
るロータ８１０と、モータ／発電機部８４６のセットを有するステータ８４０と、ハブ８
６０とを備える。ステータ８４０は、ステータ８４０とハブ８６０に連結するように構成
される中央構造８５０を有する。ステータ６４０は、中央構造６５０から半径方向に延び
るモータ／発電機部６４６を有するものとして図示及び説明されているが、図１１及び１
２に示す実施形態では、モータ／発電機部８４６は、中央構造８５０の周方向に沿って配
置される。したがって、ステータ８４０は、半径方向フラックス電磁機械に使用するよう
に構成される。ステータ６４０を参照して上述したように、ステータ８４０のモータ／発
電機部８４６は、例えば、巻線、コイル、導電トレース等のステータ巻線を有することが
できる。ここに詳述するように、モータ／発電機部８４６は、ロータ８１０の磁石組立体
８２０と相互作用し、共にフライホイール８０５のモータ／発電機８３０を形成するよう
に構成される。
【００９５】
　ロータ８１０は、内面と外面とを有する実質的に環状断面形状を備える。ロータ８１０
は、上述のような複合材料から形成することができる。ロータ８１０は、図１１に、単一
層を有するとして示し、及び／または、単一の複合材料で形成されるとして示してあるが
、他の実施形態では、ロータ８１０は、任意の適切な数の層を有することができ、これは
、それぞれ異なる複合材料で形成することができる。例えば、いくつかの実施形態では、
ロータ８１０は、３つの層を有することができる（例えば、ロータ３１０またはロータ４
１０を参照して上述したように、高強度炭素複合外層と、ガラス／炭素複合中間層と、ガ
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ラス及び／またはガラス複合内層）。更に、ロータ８１０は、ハブ８６０に連結された軸
受に係合するように構成された軸受部８１８を有する。このように、ハブ８６０は、フラ
イホイール６０５を参照して上述したように、ロータ８１０がハブ８６０及びステータ８
４０に対して回転するときに、（少なくとも、軸受部８１８を介して）ロータ８１０を回
転可能に支持する。
【００９６】
　磁石組立体８２０は、ロータ８１０の内面に連結される。磁石組立体８２０は、ロータ
８１０の内面に沿って周方向に配置される任意数の磁石８２２を有することができる。磁
石８２２は、ここに記載のような任意の適切なタイプの磁石とすることができる。いくつ
かの実施形態では、磁石組立体８２０の周方向に配置される磁石は、例えば、図８に示す
ように、磁石８２２のリングを形成する。例えば、いくつかの実施形態では、磁石８２２
は、磁石８２２を固定しかつ磁石８２２をロータ８１０の内面に固定状態に連結するよう
に構成される磁石保持リング(図示しない)に連結することができる（例えば、図１０の磁
石保持リング７２４と同様に）。
【００９７】
　周方向に配置された磁石８２２のリングのそれぞれは、任意の適切な数の分割された磁
石８２２を有することができる。いくつかの実施形態では、ロータ１１０（図１）を参照
して上述したように、ロータ８１０の回転中に磁石８２２の分割は、ロータ８１０の回転
中に、内部及び／またはそうでない場合は磁石で作用される応力を減少することができる
（例えば、せん断応力、厚さ方向応力、フープ法力等）。図１１に示すように、周方向の
磁石８２２のリングは、周方向の磁石８２２のリングがステータ８４０のモータ／発電機
部８４６と実質的に整合するように、ロータ８１０の長手方向軸に沿う内面の所要のセグ
メントに、または、その上に配置することができる。
【００９８】
　図１２に示すように、磁石は、それぞれの磁石が所要方向に整合した極性を有するよう
に配置することができる。例えば、第１磁石８２２Ａは、第１周方向に極性を有し、第２
磁石は第１磁石８２２Ｂに隣接しかつ第１半径方向に極性を有し、第３磁石８２２Ｃは、
第２磁石８２２Ｂに隣接しかつ第１周方向とは反対の第２周方向に極性を有し、第４磁石
８２２Ｄは、第３磁石８２２Ｃに隣接しかつ第１半径方向とは反対の第２半径方向の極性
を有する。周方向の磁石８２２のリングは、同じ極性のパターンで配置される任意数の磁
石を有することができる。したがって、磁束は、所定の磁束流路内で、磁石８２２Ａ，８
２２Ｂ，８２２Ｃ及び８２２Ｄ間及び／または通して流れることができる。例えば、図１
２に示す実施形態では、磁石８２２は、磁束の流れを、例えば、半径方向外方の磁束の流
れを最小としつつ、半径方向内方に導くように構成されるハルバッハ配列等に配置するこ
とができる。この配置は、磁束のリターンパスを画定するように構成される裏板金等の必
要性を排除する。このように、磁石８２２の間及び／または内部を流れる磁束は、ステー
タ８４０のモータ／発電機部８４６と相互作用し、ロータ８１０をステータ８４０に対し
て回転し、または、ステータ８４０のモータ／発電機部８４６内に電流の流れを誘導する
ことができる。
【００９９】
　図１１には示してないが、ロータ８１０は質量負荷のセットを有することができる。質
量負荷は、磁石とすることができ（例えば、質量負荷が、磁石組立体８２０に包含される
磁石８２２の少なくとも一部を形成する）、または、不活性（例えば、非磁性）で磁石組
立体８２０に包含される磁石８２２とは別個とすることができる。いくつかの実施形態で
は、質量負荷は、所要の距離が、周方向または軸方向の一方において、隣接する磁石間に
画定されるように、分割される。質量負荷を分割することにより、遠心効果により質量負
荷上に及び／または内部に作用する応力を、フライホイール１０５，２０５，３０５，４
０５及び／または５０５を参照して上述したように、低減することができる。
【０１００】
　上述のように、質量負荷は、軸方向に隣接する磁石８２２間に画定される間隙内に配置
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することができる。いくつかの実施形態では、質量負荷のそれぞれは、磁石組立体８２０
の磁石のそれぞれの質量と実質的に等しい質量を有することができ、したがって、質量負
荷と、磁石組立体８２０の磁石とがロータ８１０の内面に実質的に均一な圧力を作用させ
ることができる。他の実施形態では、それぞれの質量負荷の質量及び平均半径は、磁石組
立体８２０のそれぞれの磁石の質量及び平均半径とは異なる。換言すると、質量負荷は、
磁石組立体８２０のそれぞれの磁石の質量及び半径方向厚さとは異なる質量及び半径方向
厚さを有することができる。したがって、このような実施形態では、例えば、質量及び磁
石の密度、半径方向厚さ、及び、局部的加速度の積（局部的加速度が、質量の平均半径と
回転速度の平方との積に等しい場合）、を「チューニング」及び／またはマッチングする
ことにより、実質的に均一な圧力をロータ８１０の内面に作用可能である。したがって、
質量負荷及び磁石組立体８２０の磁石８２２が、ロータ８１０の内面の実質的にその全体
を覆う場合は、質量負荷及び磁石組立体８２０の磁石８２２は、ロータ８１０がその軸の
回りの回転するときに、ロータ８１０の内面に実質的に均一な力を作用させる。ロータ８
１０の内面上における質量負荷及び磁石組立体８２０の配置は、質量負荷の無いロータ８
１０の他の回転に関連する応力状態とは異なる、ロータ８１０の回転に関連する応力状態
となる。結果として、ロータ８１０の回転速度が増大し、これは、少なくともフライホイ
ール１０５（図１）及び／または２０５（図２）を参照して詳述したように、次に、フラ
イホイール８０５に関連するエネルギ及び／または出力密度を増大する。
【０１０１】
　分析及び結果
　具体的な実施形態を参照して説明したように、フライホイールエネルギ貯蔵装置及び／
またはシステムは、ステータに対して回転するように構成されたロータを有することがで
きる。フライホイールのロータは、例えば、薄肉を有すると考えられる環状シリンダを有
することができる。ロータ内の応力は、軸方向、半径方向及び接線（フープ）方向におけ
る応力－歪関係で評価することができる。回転軸に沿う所定位置で評価することにより（
例えば、単位軸方向厚さ）、所定位置におけるフープ応力及び半径方向応力は、以下の式
３で表される、その応力－歪関係の観点から計算することができる。
【数３】

　　　式３
　ここで、σｒは半径方向応力、σｈはフープ応力（「周方向引張応力」または「接線方
向応力」としても知られ、及び、νはポアソン比である。
【０１０２】
　使用に際し、フライホイールのロータは、その軸の回りに回転する。回転に関連する遠
心効果は、ロータの壁に圧力を生じさせ、これは、単位軸方向厚さを仮定して、フープ応
力及び半径方向応力の観点から、以下の式４で表される。
【数４】

　　　式４
　ここで、ρは、材料の密度（例えば、ロータを形成する炭素複合材料の密度）、ｒは、
ロータの半径、ωは、回転速度である。
【０１０３】
　式４を式３に置換えることにより（及び、積分し、置換え、及び、簡約する）、ロータ
上または内部の半径方向応力及びフープ応力は、独立関数として解くことができる。更に
、内径及び外径における境界条件がゼロに等しいと考えることにより、ロータ上または内
部に作用する半径方向応力及びフープ応力は、以下の式５及び６でそれぞれ示されるよう
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に、所定の半径及び所定の回転速度の２つの別個の関数として表すことができる。
【数５】

　　　式５

【数６】

　　　式６
　ここに、Ｒｉは、ロータの内径、Ｒoは、ロータの外径である。
【０１０４】
　上述のように、いくつかの実施形態では、フライホイールは、ロータがその軸の回りに
回転したときに、ロータの内面（すなわち、内径）上に作用するように構成された任意の
数の適切な数の個別の質量を有するロータを備えることができる。いくつかの実施形態で
は、質量は、実質的に均一の圧力がロータの内面に作用するように配置される。質量を負
荷することに関連する圧力からの応力分配は、例えば、圧力の機能としてロータ上または
内部に半径方向応力及びフープ応力を生じさせる。質量を負荷することで形成される圧力
によるフープ応力は、ロータの回転速度からのフープ応力に一致させることができ、した
がって、半径方向応力と質量負荷によるフープ応力とを置換えることにより、それぞれ以
下の式７及び８により表されるように、回転速度及びロータの半径の機能として表すこと
ができる。

【数７】

　　　式７
【数８】

　　　式８
　ここで、ρｍは、それぞれ個別質量の密度であり、ｒｍは、個別質量の平均半径であり
、ｔは、個別質量の厚さであり、ωは、ロータの回転速度であり、ｒは、ロータの所定の
半径であり、Ｒｉは、ロータの内径であり、Ｒｏは、ロータの外径である。
【０１０５】
　したがって、個別質量がロータに作用する有効圧力は、式７及び８の主要項で表され、
ここでは、有効質量負荷圧力は、ρｍｒｍｔω２に等しい。上述のように、それぞれの質
量及びそれぞれの磁石で作用する有効質量負荷圧力は、実質的に均一な圧力が複合ロータ
の内面に作用するように、フライホイールシステム内に適合して及び／または均一に分散
することができる。
【０１０６】
　式７及び８で示すように、ロータの内面に負荷する質量は、回転するときに、複合ロー
タ内の応力状態を変更することができる。場合によっては、複合ロータに負荷する質量は
、複合ロータを、そうでない場合に回転の遠心効果による半径方向引張状態とするよりも
、むしろ、半径方向圧縮状態とする。炭素繊維複合材等の複合材料は、典型的には、非常
に大きなフープ応力破壊限度と、より小さな半径方向応力破壊限度とを有する。したがっ
て、複合ロータは、全体的には半径方向応力により破壊する。しかし、複合ロータに質量
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を負荷することにより、複合ロータは、半径方向圧縮状態とされ、これは、半径方向引張
状態の下での破壊限度と比較したときに、より高い半径方向応力破壊限度を有する（例え
ば、２０倍まで高いあるいはそれ以上）。したがって、複合ロータを半径方向圧縮状態と
することにより、ロータの回転に関連する角速度を増大することができ、これは、次に、
フライホイールのエネルギ及び出力貯蔵密度を増大する。
【０１０７】
　例えば、図１３～１６は、質量負荷を有し及び質量負荷無しの炭素複合ロータの応力状
態を示すグラフを表す。これ等の実施形態では、炭素複合材は、平方インチ当たり約５，
０００ポンド（ｐｓｉ）の引張り半径方向破断限度と、約４００，０００ｐｓｉの接線方
向（フープ）応力破壊現とを有する。これ等の実施例におけるロータは、７．５インチ（
ｉｎ）の内径、及び、１２ｉｎの外径を有する。
【０１０８】
　例えば、図１３は、ロータの半径（例えば、７．５ｉｎの内径と１２ｉｎの外径）の関
数として炭素複合ロータ内の半径方向応力を示すグラフ１０００である。図示のように、
複合ロータ内の半径方向応力は、質量が負荷され、毎分３６，０００回転（ｒｐｍ）して
いるときに、ロータの内径と外径との間のそれぞれの半径方向位置で、５，０００ｐｓｉ
より低い半径方向応力破壊限度を維持する。逆に、質量負荷が無く、３６，０００ｒｐｍ
で回転しているときに、同じ複合ロータ内の半径方向応力は、約７．７５ｉｎと約１１．
５ｉｎとの間の５，０００ｐｓｉの破壊限度を超える。これは、ロータが境界条件（例え
ば、７．５ｉｎの内径及び１２ｉｎの外径）で応力を受けないという前提に一致する。図
示のように、複合ロータを質量負荷することにより、フライホイールは、複合ロータが約
３６，０００ｒｐｍで回転しているときに、約９４メガジュール（ＭＪ）のエネルギを生
成または貯蔵することができる。
【０１０９】
　図１４は、ロータの半径の関数として、炭素複合ロータ内の接線方向（フープ）応力を
示すグラフ２０００である。繰返すと、ロータは、約３６，０００ｒｐｍの回転速度で回
転される。図示のように、接線方向応力は、複合ロータに質量を負荷すること増大するが
、しかし、ロータの内径と外形との間のそれぞれの半径方向位置に対して、４００，００
０ｐｓｉの接線方向破壊応力限度より低く維持される。
【０１１０】
　図１５は、複合ロータに質量を負荷することなく、ロータの半径の関数として炭素複合
ロータ内の半径方向応力を示すグラフ３０００である。図示のように、複合ロータ内の半
径方向応力は、質量が負荷されることなく、毎分１９，０００回転（ｒｐｍ）していると
きに、ロータの内径と外径との間のそれぞれの半径方向位置で、５，０００ｐｓｉの下の
半径方向応力破壊限度を維持する。より具体的には、半径方向応力は、ロータの約中心で
５，０００ｐｉｓの限度に近づく。したがって、質量を負荷することなく、複合ロータは
、質量が負荷されたときの３６，０００ｒｐｍに比較して１９，０００ｒｐｍで５，００
０ｐｓｉ半径方向応力限度に近づく。結果として、フライホイールは、１９，０００ｒｐ
ｍで回転したときに、約２２．２ＭＪのエネルギのみを生成または貯蔵することができる
。
【０１１１】
　図１６は、複合ロータに質量を負荷することなく、ロータの半径の関数として炭素複合
ロータ内の半径方向（フープ）応力を示すグラフ４０００である。繰返すと、ロータは、
約１９，０００ｒｐｍの回転速度で回転される。図示のように、複合ロータ内の接線方向
応力は、ロータの内径と外径との間のそれぞれの半径方向位置に対して、４００，０００
ｐｓｉの接線方向破壊応力限度よりもかなり低く維持される。より具体的には、最大接線
方向応力は、１００，０００ｐｓｉよりも下に維持し、したがって、ロータは、接線方向
において複合ロータの高強度から受ける利益はほとんどない。したがって、図１３～１６
に示すように、複合ロータを負荷する質量は、ロータが高速度で回転するのを可能とし、
これは、次に、質量が負荷されていない複合ロータと比較したときに、高エネルギ貯蔵密
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【０１１２】
　種々の実施形態について上述してきたが、これらは、例示でのみ提供しており、制限で
はなく、種々の変更を形態及び細部において行ってもよい。上述の概略図及び／または実
施形態は、特定の配向または位置に配置した特定の部材を示す場合、部材の配置を変更し
てもよい。実施形態を具体的に示し、説明してきたが、種々の変更を形態及び細部に行っ
てもよい。
【０１１３】
　ここに記載の装置及び／または方法の任意の部分は、相互に排他的な組合わせを除いて
、任意の組合わせで組合わせてもよい。ここに記載の実施形態は、記載された異なる実施
形態の機能、部材及び／または特徴の種々の組合わせ及び／またはサブコンビネーション
を含むことができる。例えば、電磁機械の構造は、特定の実施形態を参照して示すよりも
、異なる量及び／または磁石、質量、ステータ部等の組合わせを包含することができる。
【０１１４】
　更に、種々の実施形態のそれぞれに対して、ここに記載の特徴、部材及び方法は、例え
ば、ステータ組立体に対するロータ組立体の回転運動を支持することのできる軸方向及び
半径方向機械等の種々の異なるタイプの電磁機械に具体化することができる。
【０１１５】
　上述の方法及び／または事象が、特定の順序で生じる特定の事象及び／または処理を示
す場合、特定の事象及び／または処理の順序を変更してもよい。更に、特定の事象及び／
または処理は、可能な場合、上述のように、順番に実行することに加え、平行する工程で
同時に実行してもよい。
 

【図１】 【図２】
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